
平成２８年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

内閣府 最終的な調整結果 

 

管理番号 300 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 その他 

 

提案事項（事項名） 

マイナンバー制度の活用を図るための社会保障制度における所得要件の見直し 

 

提案団体 

九州地方知事会 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府、総務省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による措置入院患者の費用徴収、感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律による入院患者の自己負担額の認定基準の基礎を、所得税額から市町村民税

所得割額に改めることを求める。加えて、情報提供ネットワークシステムを通じて、必要な特定個人情報の入手

が可能となるよう、データ標準レイアウトの改善を求める。 

 

具体的な支障事例 

【支障事例】 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による措置入院患者の費用徴収、感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律による入院患者の自己負担額の認定においては、所得税額を基礎とすることとさ

れている。 

当該事務においては、番号法によりマイナンバー及び情報提供ネットワークシステムの利用が認められており、

地方税関係情報を入手することができるが、所得税に関する情報は特定個人情報とされていないため、情報照

会を行っても、必要な特定個人情報を入手できず、添付書類の削減に繋がらない。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

【効果】 

当該費用の負担に関して、認定を受ける者の添付書類の削減による利便性向上。情報提供ネットワークシステ

ムの利用による必要な情報の効率的な確認。 

 

根拠法令等 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27 号）第１９条 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号）第３１条 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114 号）第３７条 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による措置入院患者の費用徴収額、結核予防法による命令入院

患者等の自己負担額、麻薬及び向精神薬取締法による措置入院者の費用徴収額及び感染症の予防及び感染

症の患者に対する医療に関する法律による入院患者の自己負担額の認定基準について（平成７年 6 月 16 日

厚生省発健医第 189 号厚生省事務次官通知） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

神奈川県、静岡県、豊田市、京都府、京都市、兵庫県、島根県、高知県 

重点番号22-①
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〇措置入院患者の家族等は高齢のため添付資料の提出が困難であったり、確定申告が未申告の場合も多く、

認定事務が困難である事例もある。措置入院患者の家族等の負担軽減及び適切な費用徴収額認定にはマイ

ナンバーを活用した市町村民税所得割額を認定基準とする制度改正は有効である。 

〇精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による措置入院患者の費用徴収は、所得税額を基礎とすること

とされているが、情報提供ネットワークシステムで情報照会を行っても、所得税に関する情報は情報連携の対象

となっていないため、必要な個人情報を入手できない。 

○精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による措置入院患者の費用徴収においては、所得税額を基礎と

することとされている。当該事務においては、番号法によりマイナンバー及び情報提供ネットワークシステムの利

用が認められており、地方税関係情報を入手することができるが、所得税に関する情報は特定個人情報とされ

ていないため、情報照会を行っても、必要な特定個人情報を入手できず、添付書類の削減に繋がらない。 

 

各府省からの第１次回答 

 マイナンバー法においては、より公平・公正な社会を実現するため必要な範囲内で限定的に特定個人情報の

提供が認められています。その１つとして同法第 19 条第７号において情報提供ネットワークシステムを使用して

情報提供を行う場合が規定されており、これにより提供を行うことができる具体的な個人情報は、別表第２にお

いて規定されています。 

 同表に規定される特定個人情報については、上記の観点を踏まえ、それぞれの個人番号利用事務の制度所

管の府省庁において、その事務の根拠法令に基づき、特定個人情報の必要性や事務の効率性等が検討された

うえで、当該特定個人情報の提供者側で提供ができると考えられるものについて規定されているものです。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

 当該事務について市町村民税所得割額を基準とすることについては、引き続き、関係省庁との協議を行って

いただきたい。 

 なお、精神保健福祉法に基づく措置入院患者の費用徴収事務は、地方税関係情報について情報連携可能と

することは困難とあるが、「地方公共団体における番号制度の導入ガイドライン」（平成 25 年 8 月）第 2 章第 2

節 1(3)②において、 

 「番号法別表第二に規定している情報提供ネットワークシステムを利用することができる組み合わせについて

は、現在の地方税法上の守秘義務の運用を踏まえ、 

ａ 利用事務の根拠法律において、本人が行政機関に対して報告を行う義務が規定されており、本人にとっては

その行政機関に情報が伝わることは秘密として保護される位置づけにないと解される場合 

ｂ 利用事務が申請に基づく事務であり本人の同意により秘密性が解除される場合 

に限って列挙されている。」 

とある。 

 即ち、番号法別表第二の二十三の項に規定している費用徴収事務と地方税関係情報の組み合わせについて

も、上記のように整理されていると考えることから、情報連携できるようしていただきたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

なお、今後指定都市とその他の市町村で適用される市町村民税所得割の税率が異なることへの配慮が必要で

ある。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○ 第１次ヒアリングにおいて、厚生労働省から、当該事務の基準を市町村民税にできないかという点について

は、関係省庁との協議の上で、必要な通知改正の検討を行っていくとの趣旨の発言があったところであり、厚生

労働省において早急に検討いただきたい。 
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○ 精神保健福祉法による措置入院患者の費用徴収事務については、マイナンバー法に根拠規定が置かれて

いることから、主務省令を早急に整備すべきではないか。 

 なお、第１次ヒアリングにおいて、関係府省から、地方税関係情報について情報連携を利用するためには、本

人の申請に基づく事務であること、または、利用事務の根拠法律において、本人が行政機関に対して報告を行

う義務（本人への質問検査権とそれに応じない場合の担保措置）が規定されていることのいずれかが必要との

趣旨の発言があったところであるが、そもそもこの条件は本当に必要なのか、当該事務の特殊性も踏まえ改め

て検討する必要があるのではないか。 

 これらの点について、関係府省において早急に検討いただきたい。 

 

各府省からの第２次回答 

○感染症入院患者自己負担認定関係 

地方税関係情報（市町村民税所得割額）を情報連携対象とすることが可能となるよう、関係省庁において通知

改正等を含め必要な対応を行うこととする。 

なお、照会を希望する地方公共団体におけるシステム改修、国におけるシステム改修、全提供地方公共団体に

おける総合運用テスト等が必要となる。 

○精神保健福祉法による措置入院患者費用徴収事務関係 

地方税法第 22 条は、地方税に関する調査等に従事する者がその事務に関して知り得た秘密を漏らした場合

に、通常の地方公務員法の守秘義務よりも重い罰則を科している。このため、地方税関係情報の第三者への提

供は、厳格に解されており、 

 １） 利用事務の根拠法律において、本人が行政機関に対して報告を行う義務やその担保措置が規定されて

いる場合、又は 

 ２） 利用事務が申請に基づく事務であり本人の同意により秘密性が解除される場合 

 のみとされている。 

現行では、当該事務は１）又は２）に該当しないとされているが、実務上のニーズや事務の特殊性も踏まえ、引き

続き関係省庁で対応方策の検討を行う必要がある。 

 

平成 28 年の地方からの提案等に関する対応方針（平成 28 年 12 月 20 日閣議決定）記載内容 

６【内閣府】 

（８）行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平 25 法 27） 

（ⅲ）感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平 10 法 114）による費用の負担又は療養費

の支給に関する事務（別表２の 97）については、当該事務を処理するために必要な地方税関係情報の提供につ

いて、情報連携が可能となるよう、必要な措置を講ずることとし、その旨を地方公共団体に平成 28 年度中に周

知する。 

（関係府省：総務省及び厚生労働省） 

（ⅳ）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭 25 法 123）による入院措置又は費用の徴収に関する事務

（別表２の 23）については、当該事務を処理するために必要な地方税関係情報の提供について、措置入院とい

う制度の性質等を踏まえ、地方税法（昭 25 法 226）上の守秘義務を解除した上での情報連携の方策について

関係府省が連携して検討し、平成 29 年中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

（関係府省：総務省及び厚生労働省） 
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平成２８年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 最終的な調整結果 

 

管理番号 300 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 その他 

 

提案事項（事項名） 

マイナンバー制度の活用を図るための社会保障制度における所得要件の見直し 

 

提案団体 

九州地方知事会 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府、総務省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による措置入院患者の費用徴収、感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律による入院患者の自己負担額の認定基準の基礎を、所得税額から市町村民税

所得割額に改めることを求める。加えて、情報提供ネットワークシステムを通じて、必要な特定個人情報の入手

が可能となるよう、データ標準レイアウトの改善を求める。 

 

具体的な支障事例 

【支障事例】 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による措置入院患者の費用徴収、感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律による入院患者の自己負担額の認定においては、所得税額を基礎とすることとさ

れている。 

当該事務においては、番号法によりマイナンバー及び情報提供ネットワークシステムの利用が認められており、

地方税関係情報を入手することができるが、所得税に関する情報は特定個人情報とされていないため、情報照

会を行っても、必要な特定個人情報を入手できず、添付書類の削減に繋がらない。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

【効果】 

当該費用の負担に関して、認定を受ける者の添付書類の削減による利便性向上。情報提供ネットワークシステ

ムの利用による必要な情報の効率的な確認。 

 

根拠法令等 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27 号）第１９条 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号）第３１条 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114 号）第３７条 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による措置入院患者の費用徴収額、結核予防法による命令入院

患者等の自己負担額、麻薬及び向精神薬取締法による措置入院者の費用徴収額及び感染症の予防及び感染

症の患者に対する医療に関する法律による入院患者の自己負担額の認定基準について（平成７年 6 月 16 日

厚生省発健医第 189 号厚生省事務次官通知） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

神奈川県、静岡県、豊田市、京都府、京都市、兵庫県、島根県、高知県 

重点番号22-①
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〇措置入院患者の家族等は高齢のため添付資料の提出が困難であったり、確定申告が未申告の場合も多く、

認定事務が困難である事例もある。措置入院患者の家族等の負担軽減及び適切な費用徴収額認定にはマイ

ナンバーを活用した市町村民税所得割額を認定基準とする制度改正は有効である。 

〇精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による措置入院患者の費用徴収は、所得税額を基礎とすること

とされているが、情報提供ネットワークシステムで情報照会を行っても、所得税に関する情報は情報連携の対象

となっていないため、必要な個人情報を入手できない。 

○精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による措置入院患者の費用徴収においては、所得税額を基礎と

することとされている。当該事務においては、番号法によりマイナンバー及び情報提供ネットワークシステムの利

用が認められており、地方税関係情報を入手することができるが、所得税に関する情報は特定個人情報とされ

ていないため、情報照会を行っても、必要な特定個人情報を入手できず、添付書類の削減に繋がらない。 

 

各府省からの第１次回答 

（内閣府の回答を記載） 

 マイナンバー法においては、より公平・公正な社会を実現するため必要な範囲内で限定的に特定個人情報の

提供が認められています。その１つとして同法第 19 条第７号において情報提供ネットワークシステムを使用して

情報提供を行う場合が規定されており、これにより提供を行うことができる具体的な個人情報は、別表第２にお

いて規定されています。 

 同表に規定される特定個人情報については、上記の観点を踏まえ、それぞれの個人番号利用事務の制度所

管の府省庁において、その事務の根拠法令に基づき、特定個人情報の必要性や事務の効率性等が検討された

うえで、当該特定個人情報の提供者側で提供ができると考えられるものについて規定されているものです。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

 当該事務について市町村民税所得割額を基準とすることについては、引き続き、関係省庁との協議を行って

いただきたい。 

 なお、精神保健福祉法に基づく措置入院患者の費用徴収事務は、地方税関係情報について情報連携可能と

することは困難とあるが、「地方公共団体における番号制度の導入ガイドライン」（平成 25 年 8 月）第 2 章第 2

節 1(3)②において、 

 「番号法別表第二に規定している情報提供ネットワークシステムを利用することができる組み合わせについて

は、現在の地方税法上の守秘義務の運用を踏まえ、 

ａ 利用事務の根拠法律において、本人が行政機関に対して報告を行う義務が規定されており、本人にとっては

その行政機関に情報が伝わることは秘密として保護される位置づけにないと解される場合 

ｂ 利用事務が申請に基づく事務であり本人の同意により秘密性が解除される場合 

に限って列挙されている。」 

とある。 

 即ち、番号法別表第二の二十三の項に規定している費用徴収事務と地方税関係情報の組み合わせについて

も、上記のように整理されていると考えることから、情報連携できるようしていただきたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

なお、今後指定都市とその他の市町村で適用される市町村民税所得割の税率が異なることへの配慮が必要で

ある。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○ 第１次ヒアリングにおいて、厚生労働省から、当該事務の基準を市町村民税にできないかという点について

は、関係省庁との協議の上で、必要な通知改正の検討を行っていくとの趣旨の発言があったところであり、厚生

重点番号22-①
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労働省において早急に検討いただきたい。 

○ 精神保健福祉法による措置入院患者の費用徴収事務については、マイナンバー法に根拠規定が置かれて

いることから、主務省令を早急に整備すべきではないか。 

 なお、第１次ヒアリングにおいて、関係府省から、地方税関係情報について情報連携を利用するためには、本

人の申請に基づく事務であること、または、利用事務の根拠法律において、本人が行政機関に対して報告を行

う義務（本人への質問検査権とそれに応じない場合の担保措置）が規定されていることのいずれかが必要との

趣旨の発言があったところであるが、そもそもこの条件は本当に必要なのか、当該事務の特殊性も踏まえ改め

て検討する必要があるのではないか。 

 これらの点について、関係府省において早急に検討いただきたい。 

 

各府省からの第２次回答 

（内閣府の回答を記載） 

＜感染症入院患者自己負担認定関係＞ 

○ 地方税関係情報（市町村民税所得割額）を情報連携対象とすることが可能となるよう、関係省庁において通

知改正等を含め必要な対応を行うこととする。 

○ なお、照会を希望する地方公共団体におけるシステム改修、国におけるシステム改修、全提供地方公共団

体における総合運用テスト等が必要となる。 

＜精神保健福祉法による措置入院患者費用徴収事務関係＞ 

○ 地方税法第 22 条は、地方税に関する調査等に従事する者がその事務に関して知り得た秘密を漏らした場

合に、通常の地方公務員法の守秘義務よりも重い罰則を科している。このため、地方税関係情報の第三者への

提供は、厳格に解されており、 

 １） 利用事務の根拠法律において、本人が行政機関に対して報告を行う義務やその担保措置が規定されて

いる場合、又は 

 ２） 利用事務が申請に基づく事務であり本人の同意により秘密性が解除される場合 

 のみとされている。 

○ 現行では、当該事務は１）又は２）に該当しないとされているが、実務上のニーズや事務の特殊性も踏まえ、

引き続き関係省庁で対応方策の検討を行う必要がある。 

 

平成 28 年の地方からの提案等に関する対応方針（平成 28 年 12 月 20 日閣議決定）記載内容 

６【総務省】 

（10）行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平 25 法 27） 

（ⅲ）感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平 10 法 114）による費用の負担又は療養費

の支給に関する事務（別表２の 97）については、当該事務を処理するために必要な地方税関係情報の提供につ

いて、情報連携が可能となるよう、必要な措置を講ずることとし、その旨を地方公共団体に平成 28 年度中に周

知する。 

（関係府省：内閣府及び厚生労働省） 

（ⅳ）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭 25 法 123）による入院措置又は費用の徴収に関する事務

（別表２の 23）については、当該事務を処理するために必要な地方税関係情報の提供について、措置入院とい

う制度の性質等を踏まえ、地方税法（昭 25 法 226）上の守秘義務を解除した上での情報連携の方策について

関係府省が連携して検討し、平成 29 年中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

（関係府省：内閣府及び厚生労働省） 
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平成２８年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省 最終的な調整結果 

 

管理番号 300 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 その他 

 

提案事項（事項名） 

マイナンバー制度の活用を図るための社会保障制度における所得要件の見直し 

 

提案団体 

九州地方知事会 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府、総務省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による措置入院患者の費用徴収、感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律による入院患者の自己負担額の認定基準の基礎を、所得税額から市町村民税

所得割額に改めることを求める。加えて、情報提供ネットワークシステムを通じて、必要な特定個人情報の入手

が可能となるよう、データ標準レイアウトの改善を求める。 

 

具体的な支障事例 

【支障事例】 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による措置入院患者の費用徴収、感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律による入院患者の自己負担額の認定においては、所得税額を基礎とすることとさ

れている。 

当該事務においては、番号法によりマイナンバー及び情報提供ネットワークシステムの利用が認められており、

地方税関係情報を入手することができるが、所得税に関する情報は特定個人情報とされていないため、情報照

会を行っても、必要な特定個人情報を入手できず、添付書類の削減に繋がらない。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

【効果】 

当該費用の負担に関して、認定を受ける者の添付書類の削減による利便性向上。情報提供ネットワークシステ

ムの利用による必要な情報の効率的な確認。 

 

根拠法令等 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27 号）第１９条 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号）第３１条 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114 号）第３７条 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による措置入院患者の費用徴収額、結核予防法による命令入院

患者等の自己負担額、麻薬及び向精神薬取締法による措置入院者の費用徴収額及び感染症の予防及び感染

症の患者に対する医療に関する法律による入院患者の自己負担額の認定基準について（平成７年 6 月 16 日

厚生省発健医第 189 号厚生省事務次官通知） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

神奈川県、静岡県、豊田市、京都府、京都市、兵庫県、島根県、高知県 

重点番号22-①

49



 

〇措置入院患者の家族等は高齢のため添付資料の提出が困難であったり、確定申告が未申告の場合も多く、

認定事務が困難である事例もある。措置入院患者の家族等の負担軽減及び適切な費用徴収額認定にはマイ

ナンバーを活用した市町村民税所得割額を認定基準とする制度改正は有効である。 

〇精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による措置入院患者の費用徴収は、所得税額を基礎とすること

とされているが、情報提供ネットワークシステムで情報照会を行っても、所得税に関する情報は情報連携の対象

となっていないため、必要な個人情報を入手できない。 

○精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による措置入院患者の費用徴収においては、所得税額を基礎と

することとされている。当該事務においては、番号法によりマイナンバー及び情報提供ネットワークシステムの利

用が認められており、地方税関係情報を入手することができるが、所得税に関する情報は特定個人情報とされ

ていないため、情報照会を行っても、必要な特定個人情報を入手できず、添付書類の削減に繋がらない。 

 

各府省からの第１次回答 

（内閣府作成部分） 

 マイナンバー法においては、より公平・公正な社会を実現するため必要な範囲内で限定的に特定個人情報の

提供が認められています。その１つとして同法第 19 条第７号において情報提供ネットワークシステムを使用して

情報提供を行う場合が規定されており、これにより提供を行うことができる具体的な個人情報は、別表第２にお

いて規定されています。 

 同表に規定される特定個人情報については、上記の観点を踏まえ、それぞれの個人番号利用事務の制度所

管の府省庁において、その事務の根拠法令に基づき、特定個人情報の必要性や事務の効率性等が検討された

うえで、当該特定個人情報の提供者側で提供ができると考えられるものについて規定されているものです。 

（厚労省作成部分) 

・厚労省としては当該事務について市町村民税所得割額を基準とすることについて、関係省庁との協議を行った

上、必要な通知等の改正の検討を行う。 

 また、社会保障分野の事務において地方税関係情報について情報連携するには、本人にとってその行政機関

に情報が伝わることが秘密として保護される位置づけにないと解されるものである必要があり、具体的には下記

のいずれかに該当する必要があるとされているところ。 

 ・本人の申請に基づく事務であること 

 ・利用事務の根拠法律において、本人が行政機関に対して報告を行う義務（本人への質問検査権とそれに応

じない場合の担保措置）が規定されていること 

が必要とされているが、精神保健福祉法に基づく措置入院患者の費用徴収事務はいずれにも該当せず、地方

税関係情報について情報連携可能とすることは困難とされている。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

 当該事務について市町村民税所得割額を基準とすることについては、引き続き、関係省庁との協議を行って

いただきたい。 

 なお、精神保健福祉法に基づく措置入院患者の費用徴収事務は、地方税関係情報について情報連携可能と

することは困難とあるが、「地方公共団体における番号制度の導入ガイドライン」（平成 25 年 8 月）第 2 章第 2

節 1(3)②において、 

 「番号法別表第二に規定している情報提供ネットワークシステムを利用することができる組み合わせについて

は、現在の地方税法上の守秘義務の運用を踏まえ、 

ａ 利用事務の根拠法律において、本人が行政機関に対して報告を行う義務が規定されており、本人にとっては

その行政機関に情報が伝わることは秘密として保護される位置づけにないと解される場合 

ｂ 利用事務が申請に基づく事務であり本人の同意により秘密性が解除される場合 

に限って列挙されている。」 

とある。 

 即ち、番号法別表第二の二十三の項に規定している費用徴収事務と地方税関係情報の組み合わせについて

も、上記のように整理されていると考えることから、情報連携できるようしていただきたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 
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全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

なお、今後指定都市とその他の市町村で適用される市町村民税所得割の税率が異なることへの配慮が必要で

ある。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○ 第１次ヒアリングにおいて、厚生労働省から、当該事務の基準を市町村民税にできないかという点について

は、関係省庁との協議の上で、必要な通知改正の検討を行っていくとの趣旨の発言があったところであり、厚生

労働省において早急に検討いただきたい。 

○ 精神保健福祉法による措置入院患者の費用徴収事務については、マイナンバー法に根拠規定が置かれて

いることから、主務省令を早急に整備すべきではないか。 

 なお、第１次ヒアリングにおいて、関係府省から、地方税関係情報について情報連携を利用するためには、本

人の申請に基づく事務であること、または、利用事務の根拠法律において、本人が行政機関に対して報告を行

う義務（本人への質問検査権とそれに応じない場合の担保措置）が規定されていることのいずれかが必要との

趣旨の発言があったところであるが、そもそもこの条件は本当に必要なのか、当該事務の特殊性も踏まえ改め

て検討する必要があるのではないか。 

 これらの点について、関係府省において早急に検討いただきたい。 

 

各府省からの第２次回答 

＜感染症入院患者自己負担認定関係＞ 

○地方税関係情報（市町村民税所得割額）を情報連携対象とすることが可能となるよう、関係省庁において通

知改正等を含め必要な対応を行うこととする。 

○なお、照会を希望する地方公共団体におけるシステム改修、国におけるシステム改修、全提供地方公共団体

における総合運用テスト等が必要となる。 

＜精神保健福祉法による措置入院患者費用徴収事務関係＞ 

○地方税法第 22 条は、地方税に関する調査等に従事する者がその事務に関して知り得た秘密を漏らした場合

に、通常の地方公務員法の守秘義務よりも重い罰則を科している。このため、地方税関係情報の第三者への提

供は、厳格に解されており、 

 １） 利用事務の根拠法律において、本人が行政機関に対して報告を行う義務やその担保措置が規定されて

いる場合、又は 

 ２） 利用事務が申請に基づく事務であり本人の同意により秘密性が解除される場合 

 のみとされている。 

○現行では、当該事務は１）又は２）に該当しないとされているが、実務上のニーズや事務の特殊性も踏まえ、

引き続き関係省庁で対応方策の検討を行う必要がある。 

 

平成 28 年の地方からの提案等に関する対応方針（平成 28 年 12 月 20 日閣議決定）記載内容 

６【厚生労働省】 

（24）行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平 25 法 27） 

（ⅲ）感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平 10 法 114）による費用の負担又は療養費

の支給に関する事務（別表２の 97）については、当該事務を処理するために必要な地方税関係情報の提供につ

いて、情報連携が可能となるよう、必要な措置を講ずることとし、その旨を地方公共団体に平成 28 年度中に周

知する。 

（関係府省：内閣府及び総務省） 

（ⅳ）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭 25 法 123）による入院措置又は費用の徴収に関する事務

（別表２の 23）については、当該事務を処理するために必要な地方税関係情報の提供について、措置入院とい

う制度の性質等を踏まえ、地方税法（昭 25 法 226）上の守秘義務を解除した上での情報連携の方策について

関係府省が連携して検討し、平成 29 年中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

（関係府省：内閣府及び総務省） 
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平成２９年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

内閣官房 第２次回答 

 

管理番号 249 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

指定難病・小児慢性特定疾病医療費申請においてマイナンバー制度を活用した情報連携項目の追加 

 

提案団体 

千葉県 

 

制度の所管･関係府省 

内閣官房、内閣府、総務省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

マイナンバーによる情報連携で、指定難病及び小児慢性特定医療費助成制度の事務で、以下の項目を収集可

能としていただきたい。 

①保険情報 

 （加入情報（受診者等が何の保険に加入しているのかに関する情報）） 

②収入情報 

 （障害年金関係情報） 

 

具体的な支障事例 

①保険情報 

 医療費助成に係る支給認定世帯の単位は、同じ医療保険加入者のため、国保組合・国保・後期高齢者保険

の場合、自己負担額決定には、医療保険世帯の確認が必要であるため、世帯全員分の保険証の提示を依頼し

ており、保険証の省略ができない。 

②収入情報 

 収入確認は、公的年金等の収入金額（情報連携可能）に加え、国民年金法に基づく障害基礎年金その他の厚

生労働省令で定める給付の把握が必要だが、情報連携の提供情報ではないため、書類提出を依頼しなければ

ならない。確認する情報が多く、すべてを確認するには時間がかかる。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

 指定難病及び小児慢性特定疾病医療費助成の申請において、世帯全員の保険証提出の省略や、収入情報

の書類が不要となり、申請者の負担が軽減される。 

 

根拠法令等 

児童福祉法第１９条の３，５ 

難病の患者に対する医療等に関する法律 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第１９条の７号 

別表第二 ９，１１９ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

宮城県、福島県、川崎市、静岡県、豊橋市、滋賀県、高槻市、熊本県 
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○本県においても、次のとおり制度改正の必要性を考えている。 

①について 

 マイナンバーによる情報連携で、世帯情報やその世帯の保険情報が容易に取得できるようになれば、添付書

類の省略が可能となり、申請者の負担軽減につながる。 

②について 

 現在の手続きは煩雑なため、マイナンバーの連携による情報取得の早期実現が望ましい。 

○小児慢性特定疾病医療費助成制度においては、医療保険上の世帯により自己負担上限額を決定しているた

め、国民健康保険組合に加入の場合は、世帯全員分の健康保険証の写しの提出を必要としており、また、年収

80 万円以下の市民税非課税世帯には、障害基礎年金や特別児童扶養手当の収入額を証明する書類の提出を

必要としている。そのため、番号制度による情報連携項目の追加が行われ、これらの保険情報や収入情報の連

携が可能となれば、提出必要書類が省略され、申請者の負担軽減につなげることが可能である。 

○本県においても収入情報を別途保険組合等に照会してる状況であり、一定の事務量が発生している。 

マイナンバー制度により取得できる項目が追加されれば、世帯全員の保険証提出の省略や、収入情報の書類

が不要となり、申請者の負担が軽減されることから提案に同意する。 

 

各府省からの第１次回答 

ご提案の情報連携については、他部局、他省庁との連携の上、その実施の可否について、システム改修のため

の技術面、予算面、効率性等の観点から検討する。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

情報連携で同一保険世帯の保険情報を取得することが可能となれば、住民サービスにつながり、申請者の負担

の軽減を図ることができるため、前向きな検討をしていただきたい。 

収入情報については、非課税世帯のみが収入の証明を提出する必要があるため、申請者にとり経済的な負担

となるばかりか、証明の取得・提示のための労力も大きなものとなっている。情報連携により、全ての収入情報

が一括で確認できることで、初めて、申請者及び行政の両者の負担軽減となることから、実現に向け検討してい

ただきたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

― 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国知事会】 

法施行後３年を目処として検討されるマイナンバーの利用範囲の拡大については、情報漏洩や目的外利用な

どの危険性を十分に検証した上で、他の行政分野や民間における利用が早期に実現するよう、戸籍や不動産

登記などの情報をはじめ聖域を設けることなく検討を進めること。 

また、検討に当たっては、地方側と十分に協議すること。 

【全国市長会】 

提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○ 第１次ヒアリングにおいて、厚生労働省から、医療保険関係情報の情報連携については、既に他の行政分

野において使われている状況であること、また、障害年金関係情報については、現在情報連携の対象となって

いない障害年金について、その実施の可否を含めて、システム改修を含めた技術面や予算面、効率性の観点

を含め検討を進める、との趣旨の発言があったところである。また、構成員から、年金の種類によって情報連携

の取扱いが変わることになれば、患者の方が不合理な扱いを被ることとなってしまう、という懸念がある、との趣

旨の発言があったところである。 

○ 医療保険関係情報については、厚生労働省において、情報連携を可能とする方向で検討を行い、第２次ヒ

アリングまでに当該検討結果をお示しいただきたい。 

○ また、並行して、内閣府（番号制度担当室）は厚生労働省の協力の下、マイナンバー法の主務省令の改正

に関して調整を進めていただきたい。 

○  障害年金支給関係情報については、厚生労働省及び内閣人事局において、年金の種類にかかわらず情
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報連携を可能とする方向で検討を行い、第２次ヒアリングまでに当該検討結果をお示しいただきたい。 

 また、並行して、内閣府（番号制度担当室）において厚生労働省の協力の下、マイナンバー法の主務省令の改

正に関して調整を進めていただきたい。 

仮に、全ての年金について情報連携を可能とすることができない、という場合には、前述の構成員の述べた懸

念を解消する方策を検討し、第２次ヒアリングまでにお示しいただきたい。 

 

各府省からの第２次回答 

障害年金等による収入情報に係る情報連携については、現状、これらの年金制度における運用上の観点か

ら、一部全くシステム化していない制度もあり、ご提案の対象となり得る特定医療受給者数に対して、システム

改修・構築費用が膨大であること等の課題がある。 

これを踏まえ、システム以外の対応も含め、申請者間で不合理な扱いとならず、申請に係る負担を軽減できる

ような方策を実施する方向で、関係部局で協力しながら検討を行う。  

また、支給認定基準世帯全員の保険加入情報に係る情報連携については、情報連携を実施する方向で検討

を進める。 
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平成２９年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

内閣府 第２次回答 

 

管理番号 249 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

指定難病・小児慢性特定疾病医療費申請においてマイナンバー制度を活用した情報連携項目の追加 

 

提案団体 

千葉県 

 

制度の所管･関係府省 

内閣官房、内閣府、総務省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

マイナンバーによる情報連携で、指定難病及び小児慢性特定医療費助成制度の事務で、以下の項目を収集可

能としていただきたい。 

①保険情報 

 （加入情報（受診者等が何の保険に加入しているのかに関する情報）） 

②収入情報 

 （障害年金関係情報） 

 

具体的な支障事例 

①保険情報 

 医療費助成に係る支給認定世帯の単位は、同じ医療保険加入者のため、国保組合・国保・後期高齢者保険

の場合、自己負担額決定には、医療保険世帯の確認が必要であるため、世帯全員分の保険証の提示を依頼し

ており、保険証の省略ができない。 

②収入情報 

 収入確認は、公的年金等の収入金額（情報連携可能）に加え、国民年金法に基づく障害基礎年金その他の厚

生労働省令で定める給付の把握が必要だが、情報連携の提供情報ではないため、書類提出を依頼しなければ

ならない。確認する情報が多く、すべてを確認するには時間がかかる。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

 指定難病及び小児慢性特定疾病医療費助成の申請において、世帯全員の保険証提出の省略や、収入情報

の書類が不要となり、申請者の負担が軽減される。 

 

根拠法令等 

児童福祉法第１９条の３，５ 

難病の患者に対する医療等に関する法律 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第１９条の７号 

別表第二 ９，１１９ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

宮城県、福島県、川崎市、静岡県、豊橋市、滋賀県、高槻市、熊本県 
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○本県においても、次のとおり制度改正の必要性を考えている。 

①について 

 マイナンバーによる情報連携で、世帯情報やその世帯の保険情報が容易に取得できるようになれば、添付書

類の省略が可能となり、申請者の負担軽減につながる。 

②について 

 現在の手続きは煩雑なため、マイナンバーの連携による情報取得の早期実現が望ましい。 

○小児慢性特定疾病医療費助成制度においては、医療保険上の世帯により自己負担上限額を決定しているた

め、国民健康保険組合に加入の場合は、世帯全員分の健康保険証の写しの提出を必要としており、また、年収

80 万円以下の市民税非課税世帯には、障害基礎年金や特別児童扶養手当の収入額を証明する書類の提出を

必要としている。そのため、番号制度による情報連携項目の追加が行われ、これらの保険情報や収入情報の連

携が可能となれば、提出必要書類が省略され、申請者の負担軽減につなげることが可能である。 

○本県においても収入情報を別途保険組合等に照会してる状況であり、一定の事務量が発生している。 

マイナンバー制度により取得できる項目が追加されれば、世帯全員の保険証提出の省略や、収入情報の書類

が不要となり、申請者の負担が軽減されることから提案に同意する。 

 

各府省からの第１次回答 

まず、厚生労働省において、指定難病及び小児慢性特定医療費助成制度の事務の処理における保険情報や

収入情報の必要性や当該事務の効率性などについて検討する必要があり、それらが認められるのであれば、

情報連携に向けた必要な対応を検討する。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

情報連携で同一保険世帯の保険情報を取得することが可能となれば、住民サービスにつながり、申請者の負担

の軽減を図ることができるため、前向きな検討をしていただきたい。 

収入情報については、非課税世帯のみが収入の証明を提出する必要があるため、申請者にとり経済的な負担

となるばかりか、証明の取得・提示のための労力も大きなものとなっている。情報連携により、全ての収入情報

が一括で確認できることで、初めて、申請者及び行政の両者の負担軽減となることから、実現に向け検討してい

ただきたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国知事会】 

 法施行後３年を目処として検討されるマイナンバーの利用範囲の拡大については、情報漏洩や目的外利用な

どの危険性を十分に検証した上で、他の行政分野や民間における利用が早期に実現するよう、戸籍や不動産

登記などの情報をはじめ聖域を設けることなく検討を進めること。 

 また、検討に当たっては、地方側と十分に協議すること。 

【全国市長会】 

提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○ 第１次ヒアリングにおいて、厚生労働省から、医療保険関係情報の情報連携については、既に他の行政分

野において使われている状況であること、また、障害年金関係情報については、現在情報連携の対象となって

いない障害年金について、その実施の可否を含めて、システム改修を含めた技術面や予算面、効率性の観点

を含め検討を進める、との趣旨の発言があったところである。また、構成員から、年金の種類によって情報連携

の取扱いが変わることになれば、患者の方が不合理な扱いを被ることとなってしまう、という懸念がある、との趣

旨の発言があったところである。 

○ 医療保険関係情報については、厚生労働省において、情報連携を可能とする方向で検討を行い、第２次ヒ

アリングまでに当該検討結果をお示しいただきたい。 

○ また、並行して、内閣府（番号制度担当室）は厚生労働省の協力の下、マイナンバー法の主務省令の改正

に関して調整を進めていただきたい。 

重点番号22-③

56



○  障害年金支給関係情報については、厚生労働省及び内閣人事局において、年金の種類にかかわらず情

報連携を可能とする方向で検討を行い、第２次ヒアリングまでに当該検討結果をお示しいただきたい。 

 また、並行して、内閣府（番号制度担当室）において厚生労働省の協力の下、マイナンバー法の主務省令の改

正に関して調整を進めていただきたい。 

仮に、全ての年金について情報連携を可能とすることができない、という場合には、前述の構成員の述べた懸

念を解消する方策を検討し、第２次ヒアリングまでにお示しいただきたい。 

 

各府省からの第２次回答 

支給認定基準世帯員全員の保険加入情報については、情報連携が可能となるよう必要な対応を検討して参り

たい。 

障害年金関係情報については、情報提供側において、情報提供ネットワークシステムを使用した情報連携を行

うことが可能と判断されるのであれば、情報連携が可能となるよう必要な対応を検討して参りたい。 
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平成２９年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第２次回答 

 

管理番号 249 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

指定難病・小児慢性特定疾病医療費申請においてマイナンバー制度を活用した情報連携項目の追加 

 

提案団体 

千葉県 

 

制度の所管･関係府省 

内閣官房、内閣府、総務省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

マイナンバーによる情報連携で、指定難病及び小児慢性特定医療費助成制度の事務で、以下の項目を収集可

能としていただきたい。 

①保険情報 

 （加入情報（受診者等が何の保険に加入しているのかに関する情報）） 

②収入情報 

 （障害年金関係情報） 

 

具体的な支障事例 

①保険情報 

 医療費助成に係る支給認定世帯の単位は、同じ医療保険加入者のため、国保組合・国保・後期高齢者保険

の場合、自己負担額決定には、医療保険世帯の確認が必要であるため、世帯全員分の保険証の提示を依頼し

ており、保険証の省略ができない。 

②収入情報 

 収入確認は、公的年金等の収入金額（情報連携可能）に加え、国民年金法に基づく障害基礎年金その他の厚

生労働省令で定める給付の把握が必要だが、情報連携の提供情報ではないため、書類提出を依頼しなければ

ならない。確認する情報が多く、すべてを確認するには時間がかかる。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

 指定難病及び小児慢性特定疾病医療費助成の申請において、世帯全員の保険証提出の省略や、収入情報

の書類が不要となり、申請者の負担が軽減される。 

 

根拠法令等 

児童福祉法第１９条の３，５ 

難病の患者に対する医療等に関する法律 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第１９条の７号 

別表第二 ９，１１９ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

宮城県、福島県、川崎市、静岡県、豊橋市、滋賀県、高槻市、熊本県 
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○本県においても、次のとおり制度改正の必要性を考えている。 

①について 

 マイナンバーによる情報連携で、世帯情報やその世帯の保険情報が容易に取得できるようになれば、添付書

類の省略が可能となり、申請者の負担軽減につながる。 

②について 

 現在の手続きは煩雑なため、マイナンバーの連携による情報取得の早期実現が望ましい。 

○小児慢性特定疾病医療費助成制度においては、医療保険上の世帯により自己負担上限額を決定しているた

め、国民健康保険組合に加入の場合は、世帯全員分の健康保険証の写しの提出を必要としており、また、年収

80 万円以下の市民税非課税世帯には、障害基礎年金や特別児童扶養手当の収入額を証明する書類の提出を

必要としている。そのため、番号制度による情報連携項目の追加が行われ、これらの保険情報や収入情報の連

携が可能となれば、提出必要書類が省略され、申請者の負担軽減につなげることが可能である。 

○本県においても収入情報を別途保険組合等に照会してる状況であり、一定の事務量が発生している。 

マイナンバー制度により取得できる項目が追加されれば、世帯全員の保険証提出の省略や、収入情報の書類

が不要となり、申請者の負担が軽減されることから提案に同意する。 

 

各府省からの第１次回答 

まず、厚生労働省において、指定難病及び小児慢性特定医療費助成制度の事務の処理における保険情報や

収入情報の必要性や当該事務の効率性などについて検討する必要があり、それらが認められるのであれば、

情報連携に向けた必要な対応を検討する。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

 情報連携で同一保険世帯の保険情報を取得することが可能となれば、住民サービスにつながり、申請者の負

担の軽減を図ることができるため、前向きな検討をしていただきたい。 

 収入情報については、非課税世帯のみが収入の証明を提出する必要があるため、申請者にとり経済的な負

担となるばかりか、証明の取得・提示のための労力も大きなものとなっている。情報連携により、全ての収入情

報が一括で確認できることで、初めて、申請者及び行政の両者の負担軽減となることから、実現に向け検討して

いただきたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国知事会】 

 法施行後３年を目処として検討されるマイナンバーの利用範囲の拡大については、情報漏洩や目的外利用な

どの危険性を十分に検証した上で、他の行政分野や民間における利用が早期に実現するよう、戸籍や不動産

登記などの情報をはじめ聖域を設けることなく検討を進めること。 

 また、検討に当たっては、地方側と十分に協議すること。 

【全国市長会】 

提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○ 第１次ヒアリングにおいて、厚生労働省から、医療保険関係情報の情報連携については、既に他の行政分

野において使われている状況であること、また、障害年金関係情報については、現在情報連携の対象となって

いない障害年金について、その実施の可否を含めて、システム改修を含めた技術面や予算面、効率性の観点

を含め検討を進める、との趣旨の発言があったところである。また、構成員から、年金の種類によって情報連携

の取扱いが変わることになれば、患者の方が不合理な扱いを被ることとなってしまう、という懸念がある、との趣

旨の発言があったところである。 

○ 医療保険関係情報については、厚生労働省において、情報連携を可能とする方向で検討を行い、第２次ヒ

アリングまでに当該検討結果をお示しいただきたい。 

○ また、並行して、内閣府（番号制度担当室）は厚生労働省の協力の下、マイナンバー法の主務省令の改正

に関して調整を進めていただきたい。 

重点番号22-③

59



○  障害年金支給関係情報については、厚生労働省及び内閣人事局において、年金の種類にかかわらず情

報連携を可能とする方向で検討を行い、第２次ヒアリングまでに当該検討結果をお示しいただきたい。 

 また、並行して、内閣府（番号制度担当室）において厚生労働省の協力の下、マイナンバー法の主務省令の改

正に関して調整を進めていただきたい。 

仮に、全ての年金について情報連携を可能とすることができない、という場合には、前述の構成員の述べた懸

念を解消する方策を検討し、第２次ヒアリングまでにお示しいただきたい。 

 

各府省からの第２次回答 

支給認定基準世帯員全員の保険加入情報については、情報連携が可能となるよう必要な対応を検討して参り

たい。 

障害年金関係情報については、情報提供側において、情報提供ネットワークシステムを使用した情報連携を行

うことが可能と判断されるのであれば、情報連携が可能となるよう必要な対応を検討して参りたい。 
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平成２９年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省 第２次回答 

 

管理番号 249 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

指定難病・小児慢性特定疾病医療費申請においてマイナンバー制度を活用した情報連携項目の追加 

 

提案団体 

千葉県 

 

制度の所管･関係府省 

内閣官房、内閣府、総務省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

マイナンバーによる情報連携で、指定難病及び小児慢性特定医療費助成制度の事務で、以下の項目を収集可

能としていただきたい。 

①保険情報 

（加入情報（受診者等が何の保険に加入しているのかに関する情報）） 

②収入情報 

（障害年金関係情報） 

 

具体的な支障事例 

①保険情報 

医療費助成に係る支給認定世帯の単位は、同じ医療保険加入者のため、国保組合・国保・後期高齢者保険の

場合、自己負担額決定には、医療保険世帯の確認が必要であるため、世帯全員分の保険証の提示を依頼して

おり、保険証の省略ができない。 

②収入情報 

収入確認は、公的年金等の収入金額（情報連携可能）に加え、国民年金法に基づく障害基礎年金その他の厚

生労働省令で定める給付の把握が必要だが、情報連携の提供情報ではないため、書類提出を依頼しなければ

ならない。確認する情報が多く、すべてを確認するには時間がかかる。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

指定難病及び小児慢性特定疾病医療費助成の申請において、世帯全員の保険証提出の省略や、収入情報の

書類が不要となり、申請者の負担が軽減される。 

 

根拠法令等 

児童福祉法第１９条の３，５ 

難病の患者に対する医療等に関する法律 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第１９条の７号別表第二 ９，１１９ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

宮城県、福島県、川崎市、静岡県、豊橋市、滋賀県、高槻市、熊本県 

 

重点番号22-③

61



○本県においても、次のとおり制度改正の必要性を考えている。 

①について 

 マイナンバーによる情報連携で、世帯情報やその世帯の保険情報が容易に取得できるようになれば、添付書

類の省略が可能となり、申請者の負担軽減につながる。 

②について 

 現在の手続きは煩雑なため、マイナンバーの連携による情報取得の早期実現が望ましい。 

○小児慢性特定疾病医療費助成制度においては、医療保険上の世帯により自己負担上限額を決定しているた

め、国民健康保険組合に加入の場合は、世帯全員分の健康保険証の写しの提出を必要としており、また、年収

80 万円以下の市民税非課税世帯には、障害基礎年金や特別児童扶養手当の収入額を証明する書類の提出を

必要としている。そのため、番号制度による情報連携項目の追加が行われ、これらの保険情報や収入情報の連

携が可能となれば、提出必要書類が省略され、申請者の負担軽減につなげることが可能である。 

○本県においても収入情報を別途保険組合等に照会してる状況であり、一定の事務量が発生している。 

マイナンバー制度により取得できる項目が追加されれば、世帯全員の保険証提出の省略や、収入情報の書類

が不要となり、申請者の負担が軽減されることから提案に同意する。 

 

各府省からの第１次回答 

ご提案の情報連携については、他部局、他省庁との連携の上、その実施の可否について、システム改修のため

の技術面、予算面、効率性等の観点から検討する。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

 情報連携で同一保険世帯の保険情報を取得することが可能となれば、住民サービスにつながり、申請者の負

担の軽減を図ることができるため、前向きな検討をしていただきたい。 

 収入情報については、非課税世帯のみが収入の証明を提出する必要があるため、申請者にとり経済的な負

担となるばかりか、証明の取得・提示のための労力も大きなものとなっている。情報連携により、全ての収入情

報が一括で確認できることで、初めて、申請者及び行政の両者の負担軽減となることから、実現に向け検討して

いただきたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国知事会】 

 法施行後３年を目処として検討されるマイナンバーの利用範囲の拡大については、情報漏洩や目的外利用な

どの危険性を十分に検証した上で、他の行政分野や民間における利用が早期に実現するよう、戸籍や不動産

登記などの情報をはじめ聖域を設けることなく検討を進めること。 

 また、検討に当たっては、地方側と十分に協議すること。 

【全国市長会】 

提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○ 第１次ヒアリングにおいて、厚生労働省から、医療保険関係情報の情報連携については、既に他の行政分

野において使われている状況であること、また、障害年金関係情報については、現在情報連携の対象となって

いない障害年金について、その実施の可否を含めて、システム改修を含めた技術面や予算面、効率性の観点

を含め検討を進める、との趣旨の発言があったところである。また、構成員から、年金の種類によって情報連携

の取扱いが変わることになれば、患者の方が不合理な扱いを被ることとなってしまう、という懸念がある、との趣

旨の発言があったところである。 

○ 医療保険関係情報については、厚生労働省において、情報連携を可能とする方向で検討を行い、第２次ヒ

アリングまでに当該検討結果をお示しいただきたい。 

○ また、並行して、内閣府（番号制度担当室）は厚生労働省の協力の下、マイナンバー法の主務省令の改正

に関して調整を進めていただきたい。 

○  障害年金支給関係情報については、厚生労働省及び内閣人事局において、年金の種類にかかわらず情
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報連携を可能とする方向で検討を行い、第２次ヒアリングまでに当該検討結果をお示しいただきたい。 

 また、並行して、内閣府（番号制度担当室）において厚生労働省の協力の下、マイナンバー法の主務省令の改

正に関して調整を進めていただきたい。 

仮に、全ての年金について情報連携を可能とすることができない、という場合には、前述の構成員の述べた懸

念を解消する方策を検討し、第２次ヒアリングまでにお示しいただきたい。 

 

各府省からの第２次回答 

 障害年金等による収入情報に係る情報連携については、現状、これらの年金制度における運用上の観点か

ら、一部全くシステム化していない制度もあり、ご提案の対象となり得る特定医療受給者数に対して、システム

改修・構築費用が膨大であること等の課題がある。これを踏まえ、システム以外の対応も含め、申請者間で不合

理な扱いとならず、申請に係る負担を軽減できるような方策を実施する方向で、関係部局で協力しながら検討を

行う。 

 また、支給認定基準世帯全員の保険加入情報に係る情報連携については、情報連携を実施する方向で検討

を進める。 
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平成２９年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第２次回答 

 

管理番号 273 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 土木・建築 

 

提案事項（事項名） 

空き家等の適正管理に向けた空家等対策の推進に関する特別法の見直し（管理責任者指定規定の創設） 

 

提案団体 

兵庫県、洲本市、和歌山県、鳥取県、徳島県、堺市 

 

制度の所管･関係府省 

総務省、法務省、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

空き家の管理について、法定相続人間で管理者を定めることが調整できない場合は、地方自治体が法定相続

人の中から管理責任者を指定できるようにすること 

 

具体的な支障事例 

【現状】 

 空き家については、その所有者等が適切に管理するという努力義務が、当該法第３条に規定されているところ

であり、空き家の所有者が死亡した際、相続登記がされていない場合は、法定相続人全員に空家についての情

報を提供し、適正管理を求めている。 

 しかし、自治体から空き家が危険な状態である旨を法定相続人全員に連絡したとしても、その義務を履行する

か否かは最終的には当人の判断によるものであり、法定相続人同士が疎遠になっていたり、世代が変わってい

ることもあり、誰も管理せず、長年空き家が放置されていることが現状となっている。 

【支障事例】 

 放置の状態が続くことで、近隣住民より苦情が寄せられ、早急に対応する必要が出てくるが、地方自治体とし

ては、個人情報保護の観点から、他の法定相続人の情報まで提供することができず、法定相続人間の調整が

できない。 

 そのため、地方自治体が法定相続人全員に連絡を行い、何らかの対応を取る必要があり、事務上の負担とな

っているほか、直ちに特定空家に該当しないような危険空家の対応が滞ってしまっている。 

 法定相続人のうちから代表者を指定することができれば、責任者の所在が明確化され、法定相続人側の窓口

が一本化（市から相続関係の教示を行うことも含む。）されることから、事務負担の軽減と円滑な対応が図られる

ことが期待できる。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

空き家等の管理責任者を指定することで空き家の管理に必要な措置が講じられることを期待できるとともに、地

域住民の安全安心な暮らしに資する。 

 

根拠法令等 

空家等対策の推進に関する特別措置法第９条、10 条、12 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

鹿角市、いわき市、ひたちなか市、桐生市、小田原市、三条市、多治見市、静岡県、豊橋市、伊丹市、浜田市、
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新居浜市、田川市、大村市 

 

○ 空き家の相続人が十数人おり、自分の相続分だけは負担するという相続人が多い案件がある。このような

場合、相続人の管理責任の意識が希薄となり、管理責任者に誰もならず、空き家への対応が滞る。なお、相続

放棄などにより相続人不存在となった空き家については、法で国庫に帰するとあるのだから、即時国が介入し、

所有するような措置を願いたい。管理責任者を決めば、これまで停滞していた空き家の対応が少なからず進む

と考えられる。 

○ 当市でも同様に、所有者が死亡した後に相続がなされず、空き家の管理者等を確知できない事例が存在す

る。制度改正により、このような空き家の所有者等に対して連絡する際の手続きが円滑になることが期待でき

る。 

○ 空家等の所有者へ連絡を取る際に、所有者が死亡しているが、相続手続きがなされていない場合がある。

相続財産管理人が設定されている場合は、相続財産管理人に連絡を取ることになるが、相続財産管理人が設

定されていない場合は、相続権を有するすべての者に連絡を取る必要がある。実際には相続財産管理人が設

定されているケースが少なく、管理者への連絡が困難となる場合がある。 

○ 相続権利者が複数で調整がつかず、誰も管理せず、空き家が放置されているケースがある。地方自治体と

して、連絡が取れる関係者に依頼し、権利者同士話し合うよう促すが、調整しない（できない）状態で、放置され

てしまっている。 

○  当該空家の法定相続人が複数存在しても、固定資産税の相続人代表者を管理者として見立てて指導を行

っている。しかし、あくまでも「納税」の代表者であって建物の管理責任は負っていないという認識の方が多いよ

うに感じる。そこで、地方自治体が法定相続人の中から管理責任者を指定できるようになれば責任者の所在が

明確化され、法定相続人側の窓口が一本化されることから、事務負担の軽減と円滑な対応が図られることが期

待できる。 

○ 当市では、相続関係人が 30 人近くのケースもあり、全員の連絡調整を行うのが困難で事務に支障をきたし

ている。また、相続登記をしやすくする環境を整えることが、空き家等の発生を抑制することに繋がる。平成 29

年 5 月に相続手続きが簡素化されたが、さらに必要費用を安価にすることなども検討すべきではないかと考え

る。 

○ 当市においても、空き家の所有者が死亡した際に、相続登記がされておらず、法定相続人が多数にわたっ

ていた場合があった。個人情報保護の観点から、他の法定相続人の情報を提供することができなかったが、当

人が電話番号を伝えることを了承した上で、他の法定相続人と連絡をつなぐことができたため、解決に至ること

ができた。法定相続人が多数にわたる場合は、長期間の対応が必要となり、早急な空家等対策に苦慮してい

る。 

○ 法定相続人が複数存在する場合は，当市でも法定相続人全員に適正管理を求めており，承諾を得たうえで

親族の連絡先を調整したり，また軸となり得る人物に積極的に助言をするなど，親族間に入り込み対応している

状況である。解決に至った事例もあるが，時間や労力を費やしているところであり，代表者を指定できれば迅速

かつ円滑な対応が見込まれる。 

○ 問題のある空家等について多くの場合は、法定相続人の関係が希薄であるため、相続関係の教示も含む

管理責任者の指定は、問題の改善が図られることが期待できる。 

○ 状態の悪い空家等については、所有者が既に亡くなって相続されずに長年放置されている事案が多く、相

続人全員に改善を依頼するものの、相続人間による協議等が行われず、また、自分は関係ないとして無視する

方もいる状況で、ますます状態が酷くなっていくことが容易に想像できる。相続人の中で代表者が指定されれ

ば、円滑かつ早急な対応が期待できるとともに、事務負担の軽減につながる。 

○  個人情報保護のため、本人の許可がない場合、連絡先の情報提供が難しく、法定相続人の連絡調整がな

かなかつかない状況であり、事務上の負担も大きく、業務が滞っている状況。代表者の指定については何らか

の指針が必要であると思われるが、円滑な処理のため必要と思われる。 

○ 当市においても１件の空き家に対し６～７人の共有者がいる例がある。納税代表者は、空家等の及ぼす問

題を理解されているが、共有者の中には死亡して次の世代に代わっている人もおり、ほとんどが県外在住者の

ため話をとりまとめることができないとのことである。管理責任者を指定できれば早急な問題解決につながると

思われる。 

○ 住民苦情への対応を求めるために、法定相続人全員を特定する作業時間等は膨大であり、事務上の負担

となる。当市では通常、納税義務者に対し適正管理の指導を行うが、法定相続人の間で納税義務者の決定が

進んでいないケースも散見されることから、提案のように代表者を指定することができれば円滑な対応を図れる

可能性が高まる。 
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各府省からの第１次回答 

民法上、「相続人が数人あるときは、相続財産は、その共有に属する」とされ、各相続人はその持分に応じて権

利を有し、義務を負っていることからすると、特定の相続人を管理責任者として指定し、同人に特別な権利や義

務を付与することは、他の相続人の権利を制約したり、特定の相続人に共有者としての責任を超える責任を負

わせることになりかねず、困難である。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

 本提案は、すべての法定相続人が空き家を管理しない場合、当該空き家に関する書類等の受領や法定相続

人間の連絡調整役となる責任者を行政が指定するにすぎず、こうした行為は、特別な権利や義務の付与、他の

相続人の権利の制約、共有者としての責任を超える責任の付加には当たらないと考える。 

 地方税法において、地方税の適正な債権管理に資するため、法定相続人の 1 人を代表者に指定できるのと

同様に、公益的かつ緊急的な課題を抱える空き家についても,空き家の適正管理に資するよう法定相続人の 1

人を代表者として指定できるようにすべきである。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

慎重に検討されたい。 

ただし、支障事例が多数あるため、当案を含め、解決策を積極的に検討すること。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○ 地方公共団体が法定相続人の中から代表人を指定し、その代表人から他の法定相続人に当該地方公共団

体からの助言、指導、勧告等を伝達させる（義務づける）仕組みを検討すべきではないか。 

○ また、地方公共団体が把握している他の相続人に関する情報等を、代表人に情報提供できる仕組みを構築

するべきではないか。 

 

各府省からの第２次回答 

【総務省】 

○複数の相続人の中から特定の相続人を代表者として指定した場合、当該者が自治体からの助言等を他の相

続人へ伝達する相続の共有持分を超えた責任を負う結果となることから、地方公共団体の責任で指定を行うこ

とは困難である。 

○地方税法における規定において、相続人の中で書類を受領する代表者が指定できる場合は、相続人のうち

一部が相続人であるか明らかでない場合（相続に争いがある場合等）に限られており、相続人の生死又は住所

が不明である場合は含まれないと解されている。また、代表に指定された者は書類を受領する権限を有するも

のであり、相続人間の伝達や調整についての規定はない。 

○一方、空家法では、個々の所有者等に対して助言・指導を行うことにより、自発的に特定空家等の除去等を

促すことを目的としており、所有者等が多数の場合には、書類を的確に送達するため、内容証明郵便等の活用

を「特定空家等に対するガイドライン」で示している。 

○なお、空き家対策に取り組む地方公共団体等が具体的課題等について対応方策を協議・検討していく「全国

空き家対策推進協議会」（平成 29 年 8 月 31 日設立）等において、国土交通省を中心として、関係省庁が連携

して、当該事例を含め、地方公共団体等が直面する課題等の解決に向けて支援していく。 

【法務省・国土交通省】 

○民法上、「相続人が数人あるときは、相続財産は、その共有に属する」とされ、各相続人はその持分に応じて

権利を有し、義務を負っていることからすると、特定の相続人を管理責任者として指定し、同人に特別な権利や

義務を付与することは、他の相続人の権利を制約したり、特定の相続人に共有者としての責任を超える責任を

負わせることになりかねず、困難である。 

   また、法定相続人の１人を代表者として、除却等を内容とする助言・指導、勧告、命令に係る書類等の受領や

法定相続人間の連絡調整役を担わせることは、除却等を求める処分の対象を特定の者に限定することになり、

特定の相続人に共有者としての責任を超える責任を負わせることになりかねないため、困難である。 
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○地方税法第９条の２第２項の規定は、相続人のうち一部が相続人であるかどうか明らかでない場合（相続に

争いがある場合等）に、書類の送達の特例として、相続人の中で書類を受領する代表者を指定するものである。

また、納税の告知書等が、代表者に送達された場合には、その書類に係る処分は、指定に係るすべての相続人

に対して効力を生ずる。 

同条の規定は、あくまで相続に争いがある場合等の規定であり、単に相続人の住所等が不明又は相続人が

多数な場合には適用されないと解されており、地方公共団体は、相続人全員に対して書類を送達する必要があ

る。 

○他方、空家法では、空家の所有者等に対する助言・指導、勧告、命令が規定されているが、これらの措置のう

ち助言・指導、勧告については、直接的な法的効果はないものの、関係権利者全員に対し除却等の必要性を理

解してもらい、自発的な除却等の措置を促すためのものである。また、命令については、それに反した場合に罰

則の適用があるほか、代執行の前提となるものであるため、関係権利者全員に対して行うべきものであると考え

る。 

なお、所有者等が多数の場合には、内容証明郵便等の活用により助言・指導、勧告の手続きを行うなど、地

方公共団体の事務負担を軽減する方法をガイドラインで示しているところ。（「特定空家等に対するガイドライ

ン」） 

○空き家対策に取り組む地方公共団体が、具体的課題について対応方策を協議・検討していく「全国空き家対

策推進協議会」が平成 29 年 8 月 31 日に設立され、空家所有者の効率的な探索方法や所有者不在空家等に

係る財産管理制度の活用推進方策等について、当該協議会で検討することとされており、国土交通省として

は、こうした協議会の場を活用し、法務関係団体等とも連携して、具体的な課題の解決に向けて取り組んでいき

たい。 
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平成２９年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

法務省 第２次回答 

管理番号 273 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 土木・建築 

提案事項（事項名） 

空き家等の適正管理に向けた空家等対策の推進に関する特別法の見直し（管理責任者指定規定の創設） 

提案団体 

兵庫県、洲本市、和歌山県、鳥取県、徳島県、堺市 

制度の所管･関係府省 

総務省、法務省、国土交通省 

求める措置の具体的内容 

空き家の管理について、法定相続人間で管理者を定めることが調整できない場合は、地方自治体が法定相続

人の中から管理責任者を指定できるようにすること 

具体的な支障事例 

【現状】 

 空き家については、その所有者等が適切に管理するという努力義務が、当該法第３条に規定されているところ

であり、空き家の所有者が死亡した際、相続登記がされていない場合は、法定相続人全員に空家についての情

報を提供し、適正管理を求めている。 

 しかし、自治体から空き家が危険な状態である旨を法定相続人全員に連絡したとしても、その義務を履行する

か否かは最終的には当人の判断によるものであり、法定相続人同士が疎遠になっていたり、世代が変わってい

ることもあり、誰も管理せず、長年空き家が放置されていることが現状となっている。 

【支障事例】 

 放置の状態が続くことで、近隣住民より苦情が寄せられ、早急に対応する必要が出てくるが、地方自治体とし

ては、個人情報保護の観点から、他の法定相続人の情報まで提供することができず、法定相続人間の調整が

できない。 

 そのため、地方自治体が法定相続人全員に連絡を行い、何らかの対応を取る必要があり、事務上の負担とな

っているほか、直ちに特定空家に該当しないような危険空家の対応が滞ってしまっている。 

 法定相続人のうちから代表者を指定することができれば、責任者の所在が明確化され、法定相続人側の窓口

が一本化（市から相続関係の教示を行うことも含む。）されることから、事務負担の軽減と円滑な対応が図られる

ことが期待できる。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

空き家等の管理責任者を指定することで空き家の管理に必要な措置が講じられることを期待できるとともに、地

域住民の安全安心な暮らしに資する。 

根拠法令等 

空家等対策の推進に関する特別措置法第９条、10 条、12 条 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

鹿角市、いわき市、ひたちなか市、桐生市、小田原市、三条市、多治見市、静岡県、豊橋市、伊丹市、浜田市、
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新居浜市、田川市、大村市 

 

○ 空き家の相続人が十数人おり、自分の相続分だけは負担するという相続人が多い案件がある。このような

場合、相続人の管理責任の意識が希薄となり、管理責任者に誰もならず、空き家への対応が滞る。なお、相続

放棄などにより相続人不存在となった空き家については、法で国庫に帰するとあるのだから、即時国が介入し、

所有するような措置を願いたい。管理責任者を決めば、これまで停滞していた空き家の対応が少なからず進む

と考えられる。 

○ 当市でも同様に、所有者が死亡した後に相続がなされず、空き家の管理者等を確知できない事例が存在す

る。制度改正により、このような空き家の所有者等に対して連絡する際の手続きが円滑になることが期待でき

る。 

○ 空家等の所有者へ連絡を取る際に、所有者が死亡しているが、相続手続きがなされていない場合がある。

相続財産管理人が設定されている場合は、相続財産管理人に連絡を取ることになるが、相続財産管理人が設

定されていない場合は、相続権を有するすべての者に連絡を取る必要がある。実際には相続財産管理人が設

定されているケースが少なく、管理者への連絡が困難となる場合がある。 

○ 相続権利者が複数で調整がつかず、誰も管理せず、空き家が放置されているケースがある。地方自治体と

して、連絡が取れる関係者に依頼し、権利者同士話し合うよう促すが、調整しない（できない）状態で、放置され

てしまっている。 

○  当該空家の法定相続人が複数存在しても、固定資産税の相続人代表者を管理者として見立てて指導を行

っている。しかし、あくまでも「納税」の代表者であって建物の管理責任は負っていないという認識の方が多いよ

うに感じる。そこで、地方自治体が法定相続人の中から管理責任者を指定できるようになれば責任者の所在が

明確化され、法定相続人側の窓口が一本化されることから、事務負担の軽減と円滑な対応が図られることが期

待できる。 

○ 当市では、相続関係人が 30 人近くのケースもあり、全員の連絡調整を行うのが困難で事務に支障をきたし

ている。また、相続登記をしやすくする環境を整えることが、空き家等の発生を抑制することに繋がる。平成 29

年 5 月に相続手続きが簡素化されたが、さらに必要費用を安価にすることなども検討すべきではないかと考え

る。 

○ 当市においても、空き家の所有者が死亡した際に、相続登記がされておらず、法定相続人が多数にわたっ

ていた場合があった。個人情報保護の観点から、他の法定相続人の情報を提供することができなかったが、当

人が電話番号を伝えることを了承した上で、他の法定相続人と連絡をつなぐことができたため、解決に至ること

ができた。法定相続人が多数にわたる場合は、長期間の対応が必要となり、早急な空家等対策に苦慮してい

る。 

○ 法定相続人が複数存在する場合は，当市でも法定相続人全員に適正管理を求めており，承諾を得たうえで

親族の連絡先を調整したり，また軸となり得る人物に積極的に助言をするなど，親族間に入り込み対応している

状況である。解決に至った事例もあるが，時間や労力を費やしているところであり，代表者を指定できれば迅速

かつ円滑な対応が見込まれる。 

○ 問題のある空家等について多くの場合は、法定相続人の関係が希薄であるため、相続関係の教示も含む

管理責任者の指定は、問題の改善が図られることが期待できる。 

○ 状態の悪い空家等については、所有者が既に亡くなって相続されずに長年放置されている事案が多く、相

続人全員に改善を依頼するものの、相続人間による協議等が行われず、また、自分は関係ないとして無視する

方もいる状況で、ますます状態が酷くなっていくことが容易に想像できる。相続人の中で代表者が指定されれ

ば、円滑かつ早急な対応が期待できるとともに、事務負担の軽減につながる。 

○  個人情報保護のため、本人の許可がない場合、連絡先の情報提供が難しく、法定相続人の連絡調整がな

かなかつかない状況であり、事務上の負担も大きく、業務が滞っている状況。代表者の指定については何らか

の指針が必要であると思われるが、円滑な処理のため必要と思われる。 

○ 当市においても１件の空き家に対し６～７人の共有者がいる例がある。納税代表者は、空家等の及ぼす問

題を理解されているが、共有者の中には死亡して次の世代に代わっている人もおり、ほとんどが県外在住者の

ため話をとりまとめることができないとのことである。管理責任者を指定できれば早急な問題解決につながると

思われる。 

○ 住民苦情への対応を求めるために、法定相続人全員を特定する作業時間等は膨大であり、事務上の負担

となる。当市では通常、納税義務者に対し適正管理の指導を行うが、法定相続人の間で納税義務者の決定が

進んでいないケースも散見されることから、提案のように代表者を指定することができれば円滑な対応を図れる

可能性が高まる。 
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各府省からの第１次回答 

民法上、「相続人が数人あるときは、相続財産は、その共有に属する」とされ（また相続財産の管理については、

「相続人は、その固有財産におけるのと同一の注意をもって、相続財産を管理しなければならない」とされ ）、各

相続人はその持分に応じて権利を有し、義務を負っていることからすると、特定の相続人を管理責任者として指

定し、同人に特別な権利や義務を付与することは、他の相続人の権利を制約したり、特定の相続人に共有者と

しての責任を超える責任を負わせることになりかねず、困難である。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

 本提案は、すべての法定相続人が空き家を管理しない場合、当該空き家に関する書類等の受領や法定相続

人間の連絡調整役となる責任者を行政が指定するにすぎず、こうした行為は、特別な権利や義務の付与、他の

相続人の権利の制約、共有者としての責任を超える責任の付加には当たらないと考える。 

 地方税法において、地方税の適正な債権管理に資するため、法定相続人の 1 人を代表者に指定できるのと

同様に、公益的かつ緊急的な課題を抱える空き家についても,空き家の適正管理に資するよう法定相続人の 1

人を代表者として指定できるようにすべきである。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

慎重に検討されたい。 

ただし、支障事例が多数あるため、当案を含め、解決策を積極的に検討すること。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○ 地方公共団体が法定相続人の中から代表人を指定し、その代表人から他の法定相続人に当該地方公共団

体からの助言、指導、勧告等を伝達させる（義務づける）仕組みを検討すべきではないか。 

○ また、地方公共団体が把握している他の相続人に関する情報等を、代表人に情報提供できる仕組みを構築

するべきではないか。 

 

各府省からの第２次回答 

【総務省】 

○複数の相続人の中から特定の相続人を代表者として指定した場合、当該者が自治体からの助言等を他の相

続人へ伝達する相続の共有持分を超えた責任を負う結果となることから、地方公共団体の責任で指定を行うこ

とは困難である。 

○地方税法における規定において、相続人の中で書類を受領する代表者が指定できる場合は、相続人のうち

一部が相続人であるか明らかでない場合（相続に争いがある場合等）に限られており、相続人の生死又は住所

が不明である場合は含まれないと解されている。また、代表に指定された者は書類を受領する権限を有するも

のであり、相続人間の伝達や調整についての規定はない。 

○一方、空家法では、個々の所有者等に対して助言・指導を行うことにより、自発的に特定空家等の除去等を

促すことを目的としており、所有者等が多数の場合には、書類を的確に送達するため、内容証明郵便等の活用

を「特定空家等に対するガイドライン」で示している。 

○なお、空き家対策に取り組む地方公共団体等が具体的課題等について対応方策を協議・検討していく「全国

空き家対策推進協議会」（平成 29 年 8 月 31 日設立）等において、国土交通省を中心として、関係省庁が連携

して、当該事例を含め、地方公共団体等が直面する課題等の解決に向けて支援していく。 

【法務省・国土交通省】 

○民法上、「相続人が数人あるときは、相続財産は、その共有に属する」とされ、各相続人はその持分に応じて

権利を有し、義務を負っていることからすると、特定の相続人を管理責任者として指定し、同人に特別な権利や

義務を付与することは、他の相続人の権利を制約したり、特定の相続人に共有者としての責任を超える責任を

負わせることになりかねず、困難である。 

   また、法定相続人の１人を代表者として、除却等を内容とする助言・指導、勧告、命令に係る書類等の受領や

法定相続人間の連絡調整役を担わせることは、除却等を求める処分の対象を特定の者に限定することになり、
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特定の相続人に共有者としての責任を超える責任を負わせることになりかねないため、困難である。 

○地方税法第９条の２第２項の規定は、相続人のうち一部が相続人であるかどうか明らかでない場合（相続に

争いがある場合等）に、書類の送達の特例として、相続人の中で書類を受領する代表者を指定するものである。

また、納税の告知書等が、代表者に送達された場合には、その書類に係る処分は、指定に係るすべての相続人

に対して効力を生ずる。 

同条の規定は、あくまで相続に争いがある場合等の規定であり、単に相続人の住所等が不明又は相続人が

多数な場合には適用されないと解されており、地方公共団体は、相続人全員に対して書類を送達する必要があ

る。 

○他方、空家法では、空家の所有者等に対する助言・指導、勧告、命令が規定されているが、これらの措置のう

ち助言・指導、勧告については、直接的な法的効果はないものの、関係権利者全員に対し除却等の必要性を理

解してもらい、自発的な除却等の措置を促すためのものである。また、命令については、それに反した場合に罰

則の適用があるほか、代執行の前提となるものであるため、関係権利者全員に対して行うべきものであると考え

る。 

なお、所有者等が多数の場合には、内容証明郵便等の活用により助言・指導、勧告の手続きを行うなど、地

方公共団体の事務負担を軽減する方法をガイドラインで示しているところ。（「特定空家等に対するガイドライ

ン」） 

○空き家対策に取り組む地方公共団体が、具体的課題について対応方策を協議・検討していく「全国空き家対

策推進協議会」が平成 29 年 8 月 31 日に設立され、空家所有者の効率的な探索方法や所有者不在空家等に

係る財産管理制度の活用推進方策等について、当該協議会で検討することとされており、国土交通省として

は、こうした協議会の場を活用し、法務関係団体等とも連携して、具体的な課題の解決に向けて取り組んでいき

たい。 
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平成２９年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

国土交通省 第２次回答 

 

管理番号 273 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 土木・建築 

 

提案事項（事項名） 

空き家等の適正管理に向けた空家等対策の推進に関する特別法の見直し（管理責任者指定規定の創設） 

 

提案団体 

兵庫県、洲本市、和歌山県、鳥取県、徳島県、堺市 

 

制度の所管･関係府省 

総務省、法務省、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

空き家の管理について、法定相続人間で管理者を定めることが調整できない場合は、地方自治体が法定相続

人の中から管理責任者を指定できるようにすること 

 

具体的な支障事例 

【現状】 

 空き家については、その所有者等が適切に管理するという努力義務が、当該法第３条に規定されているところ

であり、空き家の所有者が死亡した際、相続登記がされていない場合は、法定相続人全員に空家についての情

報を提供し、適正管理を求めている。 

 しかし、自治体から空き家が危険な状態である旨を法定相続人全員に連絡したとしても、その義務を履行する

か否かは最終的には当人の判断によるものであり、法定相続人同士が疎遠になっていたり、世代が変わってい

ることもあり、誰も管理せず、長年空き家が放置されていることが現状となっている。 

【支障事例】 

 放置の状態が続くことで、近隣住民より苦情が寄せられ、早急に対応する必要が出てくるが、地方自治体とし

ては、個人情報保護の観点から、他の法定相続人の情報まで提供することができず、法定相続人間の調整が

できない。 

 そのため、地方自治体が法定相続人全員に連絡を行い、何らかの対応を取る必要があり、事務上の負担とな

っているほか、直ちに特定空家に該当しないような危険空家の対応が滞ってしまっている。 

 法定相続人のうちから代表者を指定することができれば、責任者の所在が明確化され、法定相続人側の窓口

が一本化（市から相続関係の教示を行うことも含む。）されることから、事務負担の軽減と円滑な対応が図られる

ことが期待できる。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

空き家等の管理責任者を指定することで空き家の管理に必要な措置が講じられることを期待できるとともに、地

域住民の安全安心な暮らしに資する。 

 

根拠法令等 

空家等対策の推進に関する特別措置法第９条、10 条、12 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

鹿角市、いわき市、ひたちなか市、桐生市、小田原市、三条市、多治見市、静岡県、豊橋市、伊丹市、浜田市、
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新居浜市、田川市、大村市 

 

○空き家の相続人が十数人おり、自分の相続分だけは負担するという相続人が多い案件がある。このような場

合、相続人の管理責任の意識が希薄となり、管理責任者に誰もならず、空き家への対応が滞る。なお、相続放

棄などにより相続人不存在となった空き家については、法で国庫に帰するとあるのだから、即時国が介入し、所

有するような措置を願いたい。管理責任者を決めば、これまで停滞していた空き家の対応が少なからず進むと

考えられる。 

○当市でも同様に、所有者が死亡した後に相続がなされず、空き家の管理者等を確知できない事例が存在す

る。制度改正により、このような空き家の所有者等に対して連絡する際の手続きが円滑になることが期待でき

る。 

○空家等の所有者へ連絡を取る際に、所有者が死亡しているが、相続手続きがなされていない場合がある。相

続財産管理人が設定されている場合は、相続財産管理人に連絡を取ることになるが、相続財産管理人が設定

されていない場合は、相続権を有するすべての者に連絡を取る必要がある。実際には相続財産管理人が設定

されているケースが少なく、管理者への連絡が困難となる場合がある。 

○相続権利者が複数で調整がつかず、誰も管理せず、空き家が放置されているケースがある。地方自治体とし

て、連絡が取れる関係者に依頼し、権利者同士話し合うよう促すが、調整しない（できない）状態で、放置されて

しまっている。 

○当該空家の法定相続人が複数存在しても、固定資産税の相続人代表者を管理者として見立てて指導を行っ

ている。しかし、あくまでも「納税」の代表者であって建物の管理責任は負っていないという認識の方が多いよう

に感じる。そこで、地方自治体が法定相続人の中から管理責任者を指定できるようになれば責任者の所在が明

確化され、法定相続人側の窓口が一本化されることから、事務負担の軽減と円滑な対応が図られることが期待

できる。 

○当市では、相続関係人が 30 人近くのケースもあり、全員の連絡調整を行うのが困難で事務に支障をきたして

いる。また、相続登記をしやすくする環境を整えることが、空き家等の発生を抑制することに繋がる。平成 29 年

5 月に相続手続きが簡素化されたが、さらに必要費用を安価にすることなども検討すべきではないかと考える。 

○当市においても、空き家の所有者が死亡した際に、相続登記がされておらず、法定相続人が多数にわたって

いた場合があった。個人情報保護の観点から、他の法定相続人の情報を提供することができなかったが、当人

が電話番号を伝えることを了承した上で、他の法定相続人と連絡をつなぐことができたため、解決に至ることが

できた。法定相続人が多数にわたる場合は、長期間の対応が必要となり、早急な空家等対策に苦慮している。 

○法定相続人が複数存在する場合は、当市でも法定相続人全員に適正管理を求めており、承諾を得たうえで

親族の連絡先を調整したり、また軸となり得る人物に積極的に助言をするなど、親族間に入り込み対応している

状況である。解決に至った事例もあるが、時間や労力を費やしているところであり、代表者を指定できれば迅速

かつ円滑な対応が見込まれる。 

○問題のある空家等について多くの場合は、法定相続人の関係が希薄であるため、相続関係の教示も含む管

理責任者の指定は、問題の改善が図られることが期待できる。 

○状態の悪い空家等については、所有者が既に亡くなって相続されずに長年放置されている事案が多く、相続

人全員に改善を依頼するものの、相続人間による協議等が行われず、また、自分は関係ないとして無視する方

もいる状況で、ますます状態が酷くなっていくことが容易に想像できる。相続人の中で代表者が指定されれば、

円滑かつ早急な対応が期待できるとともに、事務負担の軽減につながる。 

○個人情報保護のため、本人の許可がない場合、連絡先の情報提供が難しく、法定相続人の連絡調整がなか

なかつかない状況であり、事務上の負担も大きく、業務が滞っている状況。代表者の指定については何らかの

指針が必要であると思われるが、円滑な処理のため必要と思われる。 

○当市においても１件の空き家に対し６～７人の共有者がいる例がある。納税代表者は、空家等の及ぼす問題

を理解されているが、共有者の中には死亡して次の世代に代わっている人もおり、ほとんどが県外在住者のた

め話をとりまとめることができないとのことである。管理責任者を指定できれば早急な問題解決につながると思

われる。 

○住民苦情への対応を求めるために、法定相続人全員を特定する作業時間等は膨大であり、事務上の負担と

なる。当市では通常、納税義務者に対し適正管理の指導を行うが、法定相続人の間で納税義務者の決定が進

んでいないケースも散見されることから、提案のように代表者を指定することができれば円滑な対応を図れる可

能性が高まる。 

 

各府省からの第１次回答 

民法上、「相続人が数人あるときは、相続財産は、その共有に属する」とされ、各相続人はその持分に応じて権
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利を有し、義務を負っていることからすると、特定の相続人を管理責任者として指定し、同人に特別な権利や義

務を付与することは、他の相続人の権利を制約したり、特定の相続人に共有者としての責任を超える責任を負

わせることになりかねず、困難である。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

 本提案は、すべての法定相続人が空き家を管理しない場合、当該空き家に関する書類等の受領や法定相続

人間の連絡調整役となる責任者を行政が指定するにすぎず、こうした行為は、特別な権利や義務の付与、他の

相続人の権利の制約、共有者としての責任を超える責任の付加には当たらないと考える。 

 地方税法において、地方税の適正な債権管理に資するため、法定相続人の 1 人を代表者に指定できるのと

同様に、公益的かつ緊急的な課題を抱える空き家についても,空き家の適正管理に資するよう法定相続人の 1

人を代表者として指定できるようにすべきである。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

慎重に検討されたい。 

ただし、支障事例が多数あるため、当案を含め、解決策を積極的に検討すること。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○ 地方公共団体が法定相続人の中から代表人を指定し、その代表人から他の法定相続人に当該地方公共団

体からの助言、指導、勧告等を伝達させる（義務づける）仕組みを検討すべきではないか。 

○ また、地方公共団体が把握している他の相続人に関する情報等を、代表人に情報提供できる仕組みを構築

するべきではないか。 

 

各府省からの第２次回答 

【総務省】 

○複数の相続人の中から特定の相続人を代表者として指定した場合、当該者が自治体からの助言等を他の相

続人へ伝達する相続の共有持分を超えた責任を負う結果となることから、地方公共団体の責任で指定を行うこ

とは困難である。 

○地方税法における規定において、相続人の中で書類を受領する代表者が指定できる場合は、相続人のうち

一部が相続人であるか明らかでない場合（相続に争いがある場合等）に限られており、相続人の生死又は住所

が不明である場合は含まれないと解されている。また、代表に指定された者は書類を受領する権限を有するも

のであり、相続人間の伝達や調整についての規定はない。 

○一方、空家法では、個々の所有者等に対して助言・指導を行うことにより、自発的に特定空家等の除去等を

促すことを目的としており、所有者等が多数の場合には、書類を的確に送達するため、内容証明郵便等の活用

を「特定空家等に対するガイドライン」で示している。 

○なお、空き家対策に取り組む地方公共団体等が具体的課題等について対応方策を協議・検討していく「全国

空き家対策推進協議会」（平成 29 年 8 月 31 日設立）等において、国土交通省を中心として、関係省庁が連携

して、当該事例を含め、地方公共団体等が直面する課題等の解決に向けて支援していく。 

【法務省・国土交通省】 

○民法上、「相続人が数人あるときは、相続財産は、その共有に属する」とされ、各相続人はその持分に応じて

権利を有し、義務を負っていることからすると、特定の相続人を管理責任者として指定し、同人に特別な権利や

義務を付与することは、他の相続人の権利を制約したり、特定の相続人に共有者としての責任を超える責任を

負わせることになりかねず、困難である。 

   また、法定相続人の１人を代表者として、除却等を内容とする助言・指導、勧告、命令に係る書類等の受領や

法定相続人間の連絡調整役を担わせることは、除却等を求める処分の対象を特定の者に限定することになり、

特定の相続人に共有者としての責任を超える責任を負わせることになりかねないため、困難である。 

○地方税法第９条の２第２項の規定は、相続人のうち一部が相続人であるかどうか明らかでない場合（相続に

争いがある場合等）に、書類の送達の特例として、相続人の中で書類を受領する代表者を指定するものである。
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また、納税の告知書等が、代表者に送達された場合には、その書類に係る処分は、指定に係るすべての相続人

に対して効力を生ずる。 

同条の規定は、あくまで相続に争いがある場合等の規定であり、単に相続人の住所等が不明又は相続人が

多数な場合には適用されないと解されており、地方公共団体は、相続人全員に対して書類を送達する必要があ

る。 

○他方、空家法では、空家の所有者等に対する助言・指導、勧告、命令が規定されているが、これらの措置のう

ち助言・指導、勧告については、直接的な法的効果はないものの、関係権利者全員に対し除却等の必要性を理

解してもらい、自発的な除却等の措置を促すためのものである。また、命令については、それに反した場合に罰

則の適用があるほか、代執行の前提となるものであるため、関係権利者全員に対して行うべきものであると考え

る。 

なお、所有者等が多数の場合には、内容証明郵便等の活用により助言・指導、勧告の手続きを行うなど、地

方公共団体の事務負担を軽減する方法をガイドラインで示しているところ。（「特定空家等に対するガイドライ

ン」） 

○空き家対策に取り組む地方公共団体が、具体的課題について対応方策を協議・検討していく「全国空き家対

策推進協議会」が平成 29 年 8 月 31 日に設立され、空家所有者の効率的な探索方法や所有者不在空家等に

係る財産管理制度の活用推進方策等について、当該協議会で検討することとされており、国土交通省として

は、こうした協議会の場を活用し、法務関係団体等とも連携して、具体的な課題の解決に向けて取り組んでいき

たい。 

重点番号31-②
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平成２９年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第２次回答 

 

管理番号 60 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 土木・建築 

 

提案事項（事項名） 

公営住宅法第 47 条に規定されている「管理代行制度」の拡充 

 

提案団体 

掛川市、袋井市 

 

制度の所管･関係府省 

総務省、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

管理代行制度の対象が、現行法上では公営住宅法第２条第２号に掲げる公営住宅又はその共同施設に限定さ

れている。 

この条件について、改良住宅、従前居住者用賃貸住宅（再開発住宅・住環境整備モデル住宅等）や、自治体が

独自に整備した住宅等についても、管理代行の適用を受けることを可能とすること。 

 

具体的な支障事例 

○国の要領や条例制定により、土地区画整理事業により建設した住宅及び、自治体が独自に整備した住宅は、

公営住宅と同様の管理をしているにも関わらず、管理代行制度を活用できない。このため、管理を委託するには

指定管理者制度を用いる必要があるが、管理代行と指定管理の併用により、管理者が異なる可能性があるほ

か、同一管理者であっても委託の手続の違いにより委託時期にずれが生じる可能性がある。また、併用により

協定書の作成等、二重に業務が発生するため業務が煩雑になる。 

○条例等により同様に管理している住宅の委託先や、手続が異なることで郵送先等の案内が複数となり、混乱

や間違いの原因になる。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

○管理委託先の一元化により、協定書や仕様書様式等を一本化でき、事務手続が簡素化され事務処理コスト

が大幅に削減できる。 

○手続の簡素化により、自治体の公営住宅管理業務のアウトソーシングが促進され、地方住宅供給公社等を

中心とした広域的な住宅セーフティネットの構築（公営・特公賃・民間賃貸等)が期待できる。その一方、自治体

の住宅管理業務に割かれていた人工を活用して既存ストックの改修や統廃合等、公営住宅ストックの改善促進

に間接的に作用することが期待できる。 

○入居者及び入居希望者側においては、各種申請や問合せ先が管理代行者に一本化され、入居者等もワンス

トップで手続が実施できることによる住民サービスの向上が期待できる。 

 

根拠法令等 

公営住宅法第 47 条、地方自治法第 244 条の２ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

沼津市、浜田市、福岡市、大牟田市 

 

重点番号32
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○ 管理代行と指定管理では、受託者が行える業務の内容に違いがあるため、窓口が管理代行者に一本化さ

れることにより、住民サービスの向上につながることが期待される。また、管理委託先の一元化は、事務手続き

の簡素化になることから、事務処理コストの削減にもつながる。 

○ 当市では、公営住宅とその他の種類の住宅との合築住宅や併存住宅が多数ある。改良住宅や更新住宅等

は、公営住宅と同様の管理をしているにも関わらず、管理代行制度を活用できない。このため、管理を委託する

には指定管理者制度を用いる必要があるが、管理代行と指定管理の併用により、指定管理者の指定や協定書

の作成等、二重に業務が発生するため業務が煩雑になっている。 

○ 改良住宅において、根拠法は異なるが公営住宅同様に家賃が応能家賃であることから、公営住宅と一元管

理することが望ましいため、管理代行・指定管理制度を併用し、1 管理者へ委託を行っているが業務が煩雑とな

っている。 

○ 当市では，平成２１年度から市営住宅の管理方法として管理代行制度と指定管理者制度を併用した管理を

住宅供給公社が行っている。公営住宅法に基づく住宅に係る事務については，指定管理者制度及び市直営で

行っていたものを，管理代行制度に移行している（滞納者，不正入居者等への明渡請求事務は市直営業務）。

一方で，住宅地区改良法等公営住宅法以外の住宅に係る事務については，管理代行制度に移行した公営住宅

と同様の事務を引き続き指定管理者制度及び市直営で行っている。同様の事務手続きでありながら，公営住

宅，公営住宅以外で管理方法が異なることは，業務の効率化の観点からすると，非効率である一面がある。市

営住宅の管理については，住宅地区改良法等公営住宅法以外の住宅にも管理代行制度を導入することによ

り，市営住宅管理の一層の効率化，入居者サービスの向上が期待できる。また，管理代行制度の拡大は，市営

住宅の管理方法の選択肢が広がることにつながり，各々の管理者の管理事務の実情に応じて，きめ細かに管

理方法を設定できることが期待される。 

 

各府省からの第１次回答 

【総務省】 

 公営住宅法第 47 条第１項に基づく管理代行制度を所管する国土交通省において、検討すべきものである。 

【国土交通省】 

 本提案は、土地区画整理事業及び自治体が独自に整備した住宅等の管理の問題であり、公営住宅法上の問

題ではない。 

 なお、公営住宅法の公営住宅以外の住宅の管理を法人その他の団体に委託するため指定管理者制度を用い

る場合にあっても、管理代行制度で公営住宅の管理を委託した地方住宅供給公社等を指定することは可能で

ある。また、管理代行制度と指定管理者制度の手続きの違いにより、協定書や仕様書等の作成に二重の手続

きがかかる点については、管理代行者と指定管理者で協定書等の内容の共通化を図る等の工夫をすることで、

煩雑性の軽減、事務処理コストの削減は可能であるほか、委託時期のずれについても、指定管理に係る公募、

議会手続等を十分な余裕をもって計画的に行うことで、委託時期にずれが生じないようにすることが可能であ

る。 

 これらのことから、地方公共団体が独自で整備した住宅等については、管理代行制度を導入する必要性に乏

しいと考える。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

 本提案は公営住宅及び公営住宅に準じて管理している住宅の管理業務の外部委託について、管理戸数の大

半を占める公営住宅における管理代行制度をベースに一本化することが最も効率的であることから、その実現

により外部委託を継続的に選択しやすい体制を整えることを目的としており、それらの住宅の指定管理者に地

方住宅供給公社を指定することでは支障事例の解決に至らない。また、本提案の実現により管理業務の外部委

託の選択が容易になることによるデメリットは生じない。 

 公営住宅の使用関係においては過去の判例等により、入居者決定を除く管理関係の規定は行政処分に当た

らず、入居者の選考及び決定は行政処分に当たるとされているが、このことに関する貴省の見解を伺いたい。ま

た、公営住宅以外の住宅において条例規定によりどの範囲まで業務が委託できるかについても明確化された

い。仮に委託可能な範囲を条例で規定することで公営住宅と同様の管理運営を行うことが可能であれば、当市

は直ちに条例改正等の必要な措置を講じ、公営住宅以外の住宅について適用する予定である。 

 なお、第一次回答にある二制度の併用に関する工夫は当市で既に措置済であり、それでもなお煩雑な事務を

実務担当者 1～1.5 人工が担わざるを得ない地方自治体の実情を御理解いただき、引き続き規制緩和について

検討されたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

重点番号32
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－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○ 地方公共団体は、地方自治法に基づく指定管理者制度や、条例により独自に定めた管理代行制度により、

入居者決定等の行政処分を含め、地方公共団体が独自に整備した住宅（以下「独自整備住宅」という。）の管理

事務を外部委託することができると解してよいか。 

○ 公営住宅法の「公営住宅」に適用される高額所得者に対する明渡請求（法 29 条）や公営住宅建替事業の

施行に伴う明渡請求（法 38 条）は、借地借家法の特例として定められていることを踏まえても、独自整備住宅に

ついて、当該地方公共団体の条例等で同様の制度を定めた場合に、事業主体や指定管理者、その他管理委託

を受けた者において実施するができると解してよいか。 

○ 公営住宅法に規定されている入居者の収入調査等（法第 34 条、収入状況の報告の請求、他の地方公共団

体等からの税務情報の入手等）は、独自整備住宅についても、管理条例等により、外部委託することができると

解してよいか。 

○ 独自整備住宅について、指定管理者制度及び条例により独自に定めた管理代行制度によって、具体的にど

こまでの事務範囲を委託できると考えているのか。また、公営住宅について、指定管理者制度により委託可能な

事務範囲及び地方住宅供給公社が指定管理者である場合に委託可能な事務範囲に違いが生じるかについて

も、お示しいただきたい。 

 また、その内容については、地方公共団体等による住宅運営に資するため、地方公共団体等へ周知するべき

ではないか。 

○ 公営住宅と同様の利用・管理がなされている独自整備住宅について、事務の委託、高額所得者への明渡請

求、入居者の収入調査等が公営住宅と同様に実施することが仮にできないのであれば、独自整備住宅を公営

住宅へ転用することを可能とする法律上の措置をとるべきでないか。 

 

各府省からの第２次回答 

【総務省】 

ご要望のあった住宅のうち、公営住宅法等の法律の規定による管理が行われない「公の施設」について、業務

の民間委託のほか地方公共団体以外の者に管理を行わせるためには、地方自治法の指定管理者制度による

必要がある。したがって、公営住宅法の管理代行制度類似の制度を条例で設けることはできないと考える。指

定管理者制度においてどのような対応ができるか国土交通省とも検討して参りたい。 

【国土交通省】 

 本提案は、土地区画整理事業及び自治体が独自に整備した住宅等の管理の問題であり、公営住宅法上の問

題ではない。 

 その上で、公営住宅への指定管理者制度の適用に当たっては、個別法たる公営住宅法の一定の制約を受け

るが、地方自治法上の「公の施設」となる地方公共団体が独自に整備した住宅等において指定管理者制度を適

用するに当たってはそのような制約はないものと考えている。（具体的にどのような対応ができるか総務省とも

検討してまいりたい。） 

 なお、公営住宅の使用関係についての法的性質については、「公営住宅法の一部を改正する法律等の施行

について」（平成８年住宅局長通知）において、法第２５条に基づく入居者の決定及び法第３４条に基づく入居者

の収入状況の報告の請求を除き、行政不服審査法及び行政手続法に規定する「処分」には該当しない旨お示し

しているところ。 

重点番号32
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平成２９年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

国土交通省 第２次回答 

 

管理番号 60 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 土木・建築 

 

提案事項（事項名） 

公営住宅法第 47 条に規定されている「管理代行制度」の拡充 

 

提案団体 

掛川市、袋井市 

 

制度の所管･関係府省 

総務省、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

管理代行制度の対象が、現行法上では公営住宅法第２条第２号に掲げる公営住宅又はその共同施設に限定さ

れている。 

この条件について、改良住宅、従前居住者用賃貸住宅（再開発住宅・住環境整備モデル住宅等）や、自治体が

独自に整備した住宅等についても、管理代行の適用を受けることを可能とすること。 

 

具体的な支障事例 

○国の要領や条例制定により、土地区画整理事業により建設した住宅及び、自治体が独自に整備した住宅は、

公営住宅と同様の管理をしているにも関わらず、管理代行制度を活用できない。このため、管理を委託するには

指定管理者制度を用いる必要があるが、管理代行と指定管理の併用により、管理者が異なる可能性があるほ

か、同一管理者であっても委託の手続の違いにより委託時期にずれが生じる可能性がある。また、併用により

協定書の作成等、二重に業務が発生するため業務が煩雑になる。 

○条例等により同様に管理している住宅の委託先や、手続が異なることで郵送先等の案内が複数となり、混乱

や間違いの原因になる。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

○管理委託先の一元化により、協定書や仕様書様式等を一本化でき、事務手続が簡素化され事務処理コスト

が大幅に削減できる。 

○手続の簡素化により、自治体の公営住宅管理業務のアウトソーシングが促進され、地方住宅供給公社等を

中心とした広域的な住宅セーフティネットの構築（公営・特公賃・民間賃貸等)が期待できる。その一方、自治体

の住宅管理業務に割かれていた人工を活用して既存ストックの改修や統廃合等、公営住宅ストックの改善促進

に間接的に作用することが期待できる。 

○入居者及び入居希望者側においては、各種申請や問合せ先が管理代行者に一本化され、入居者等もワンス

トップで手続が実施できることによる住民サービスの向上が期待できる。 

 

根拠法令等 

公営住宅法第 47 条、地方自治法第 244 条の２ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

沼津市、浜田市、福岡市、大牟田市 
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○管理代行と指定管理では、受託者が行える業務の内容に違いがあるため、窓口が管理代行者に一本化され

ることにより、住民サービスの向上につながることが期待される。また、管理委託先の一元化は、事務手続きの

簡素化になることから、事務処理コストの削減にもつながる。 

○当市では、公営住宅とその他の種類の住宅との合築住宅や併存住宅が多数ある。改良住宅や更新住宅等

は、公営住宅と同様の管理をしているにも関わらず、管理代行制度を活用できない。このため、管理を委託する

には指定管理者制度を用いる必要があるが、管理代行と指定管理の併用により、指定管理者の指定や協定書

の作成等、二重に業務が発生するため業務が煩雑になっている。 

○改良住宅において、根拠法は異なるが公営住宅同様に家賃が応能家賃であることから、公営住宅と一元管

理することが望ましいため、管理代行・指定管理制度を併用し、1 管理者へ委託を行っているが業務が煩雑とな

っている。 

○当市では、平成２１年度から市営住宅の管理方法として管理代行制度と指定管理者制度を併用した管理を住

宅供給公社が行っている。公営住宅法に基づく住宅に係る事務については、指定管理者制度及び市直営で行

っていたものを管理代行制度に移行している（滞納者、不正入居者等への明渡請求事務は市直営業務）。一方

で、住宅地区改良法等公営住宅法以外の住宅に係る事務については、管理代行制度に移行した公営住宅と同

様の事務を引き続き指定管理者制度及び市直営で行っている。同様の事務手続きでありながら、公営住宅、公

営住宅以外で管理方法が異なることは、業務の効率化の観点からすると、非効率である一面がある。市営住宅

の管理については、住宅地区改良法等公営住宅法以外の住宅にも管理代行制度を導入することにより、市営

住宅管理の一層の効率化、入居者サービスの向上が期待できる。また、管理代行制度の拡大は、市営住宅の

管理方法の選択肢が広がることにつながり、各々の管理者の管理事務の実情に応じて、きめ細かに管理方法

を設定できることが期待される。 

 

各府省からの第１次回答 

【総務省】 

 公営住宅法第 47 条第１項に基づく管理代行制度を所管する国土交通省において、検討すべきものである。 

【国土交通省】 

 本提案は、土地区画整理事業及び自治体が独自に整備した住宅等の管理の問題であり、公営住宅法上の問

題ではない。 

 なお、公営住宅法の公営住宅以外の住宅の管理を法人その他の団体に委託するため指定管理者制度を用い

る場合にあっても、管理代行制度で公営住宅の管理を委託した地方住宅供給公社等を指定することは可能で

ある。また、管理代行制度と指定管理者制度の手続きの違いにより、協定書や仕様書等の作成に二重の手続

きがかかる点については、管理代行者と指定管理者で協定書等の内容の共通化を図る等の工夫をすることで、

煩雑性の軽減、事務処理コストの削減は可能であるほか、委託時期のずれについても、指定管理に係る公募、

議会手続等を十分な余裕をもって計画的に行うことで、委託時期にずれが生じないようにすることが可能であ

る。 

 これらのことから、地方公共団体が独自で整備した住宅等については、管理代行制度を導入する必要性に乏

しいと考える。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

 本提案は公営住宅及び公営住宅に準じて管理している住宅の管理業務の外部委託について、管理戸数の大

半を占める公営住宅における管理代行制度をベースに一本化することが最も効率的であることから、その実現

により外部委託を継続的に選択しやすい体制を整えることを目的としており、それらの住宅の指定管理者に地

方住宅供給公社を指定することでは支障事例の解決に至らない。また、本提案の実現により管理業務の外部委

託の選択が容易になることによるデメリットは生じない。 

 公営住宅の使用関係においては過去の判例等により、入居者決定を除く管理関係の規定は行政処分に当た

らず、入居者の選考及び決定は行政処分に当たるとされているが、このことに関する貴省の見解を伺いたい。ま

た、公営住宅以外の住宅において条例規定によりどの範囲まで業務が委託できるかについても明確化された

い。仮に委託可能な範囲を条例で規定することで公営住宅と同様の管理運営を行うことが可能であれば、当市

は直ちに条例改正等の必要な措置を講じ、公営住宅以外の住宅について適用する予定である。 

 なお、第一次回答にある二制度の併用に関する工夫は当市で既に措置済であり、それでもなお煩雑な事務を

実務担当者 1～1.5 人工が担わざるを得ない地方自治体の実情を御理解いただき、引き続き規制緩和について

検討されたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 
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－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○ 地方公共団体は、地方自治法に基づく指定管理者制度や、条例により独自に定めた管理代行制度により、

入居者決定等の行政処分を含め、地方公共団体が独自に整備した住宅（以下「独自整備住宅」という。）の管理

事務を外部委託することができると解してよいか。 

○ 公営住宅法の「公営住宅」に適用される高額所得者に対する明渡請求（法 29 条）や公営住宅建替事業の

施行に伴う明渡請求（法 38 条）は、借地借家法の特例として定められていることを踏まえても、独自整備住宅に

ついて、当該地方公共団体の条例等で同様の制度を定めた場合に、事業主体や指定管理者、その他管理委託

を受けた者において実施するができると解してよいか。 

○ 公営住宅法に規定されている入居者の収入調査等（法第 34 条、収入状況の報告の請求、他の地方公共団

体等からの税務情報の入手等）は、独自整備住宅についても、管理条例等により、外部委託することができると

解してよいか。 

○ 独自整備住宅について、指定管理者制度及び条例により独自に定めた管理代行制度によって、具体的にど

こまでの事務範囲を委託できると考えているのか。また、公営住宅について、指定管理者制度により委託可能な

事務範囲及び地方住宅供給公社が指定管理者である場合に委託可能な事務範囲に違いが生じるかについて

も、お示しいただきたい。 

 また、その内容については、地方公共団体等による住宅運営に資するため、地方公共団体等へ周知するべき

ではないか。 

○ 公営住宅と同様の利用・管理がなされている独自整備住宅について、事務の委託、高額所得者への明渡請

求、入居者の収入調査等が公営住宅と同様に実施することが仮にできないのであれば、独自整備住宅を公営

住宅へ転用することを可能とする法律上の措置をとるべきでないか。 

 

各府省からの第２次回答 

【総務省】 

 ご要望のあった住宅のうち、公営住宅法等の法律の規定による管理が行われない「公の施設」について、業務

の民間委託のほか地方公共団体以外の者に管理を行わせるためには、地方自治法の指定管理者制度による

必要がある。したがって、公営住宅法の管理代行制度類似の制度を条例で設けることはできないと考える。指

定管理者制度においてどのような対応ができるか国土交通省とも検討して参りたい。 

【国土交通省】 

 本提案は、土地区画整理事業及び自治体が独自に整備した住宅等の管理の問題であり、公営住宅法上の問

題ではない。 

 その上で、公営住宅への指定管理者制度の適用に当たっては、個別法たる公営住宅法の一定の制約を受け

るが、地方自治法上の「公の施設」となる地方公共団体が独自に整備した住宅等において指定管理者制度を適

用するに当たってはそのような制約はないものと考えている。（具体的にどのような対応ができるか総務省とも

検討してまいりたい。） 

 なお、公営住宅の使用関係についての法的性質については、「公営住宅法の一部を改正する法律等の施行

について」（平成８年住宅局長通知）において、法第２５条に基づく入居者の決定及び法第３４条に基づく入居者

の収入状況の報告の請求を除き、行政不服審査法及び行政手続法に規定する「処分」には該当しない旨お示し

しているところ。 
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平成２９年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

国土交通省 第２次回答 

 

管理番号 173 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 土木・建築 

 

提案事項（事項名） 

県が独自に整備した住宅の「公営住宅」への転用 

 

提案団体 

埼玉県 

 

制度の所管･関係府省 

国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

 建設・買取り・借上げに整備手法を限定している公営住宅法等の規定を改正し、特定公共賃貸住宅や、地方

公共団体が独自に整備した賃貸住宅や職員住宅など、公営住宅法に基づかずに整備された住宅（以下「その

他住宅」という）について、公営住宅法に基づく公営住宅への転用を可能とする。 

 なお、民間住宅については買取りや借上げにより公営住宅にすることができるのに対して、自己保有のその他

住宅については公営住宅に転用できないとする合理的理由はないと考える。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度】 

公営住宅とは、公営住宅法により「国の補助に係るもの」と定義されており、国の補助を受けて自治体が建設し

たもの又は民間住宅を買い取り若しくは借り上げたものの３種類に区分される。 

【本県の状況】 

地域の住環境等の変化により、本県が独自に整備し、公営住宅より所得のやや高い者に供給している住宅の

需要が低下している。その一方で、公営住宅に対する需要は依然として高く、その他住宅を低額所得者向けの

住宅に転用することが望ましい状況が生じている。 

【支障事例】 

その他住宅を独自に低額所得者向け住宅とし、国土交通省の補助要綱の活用や、地方公共団体の条例等の

整備によって公営住宅に準じた運用を行うことは可能ではあるが、公営住宅ではないため、公営住宅法を根拠

とした運用ができない。 

例えば、公営住宅法に基づく管理代行を行うことができないため、その他住宅については、引き続き指定管理者

制度を用いることとなる。また、収入調査など現在の条例に規定のない事項について新たに条例に定める必要

がある。 

このように地方公共団体が条例等を工夫することにより対応する余地はあるものの、無用な混乱が生じ、また、

事務作業量が膨大で運用上の負担が大きい。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

地方公共団体が不要な制度設計や業務の区分等を行う必要がなくなり、制度の違いによる無用な混乱や運用

上の負担が軽減される。 

さらに、需要の高い公営住宅に転用することで、空室の解消につながり、地域資源の有効活用や地方公共団体

の収入増も期待される。 

こうした効果は、地方創生や、「経済財政運営と改革の基本方針 2017（仮称）（素案）」（H29.6.2 経済財政諮問会

議）における歳入改革につながると考える。 
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根拠法令等 

公営住宅法第２条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

－ 

 

－ 

 

各府省からの第１次回答 

 本提案は、提案団体である埼玉県が独自に整備した住宅について公営住宅法上の特例を活用したいというも

のであり、埼玉県が独自に整備した住宅の管理の問題であり、公営住宅法上の問題ではない。 

 なお、公営住宅法の公営住宅以外の住宅の管理を法人その他の団体に委託するため指定管理者制度を用い

る場合にあっても、管理代行制度で公営住宅の管理を委託した地方住宅供給公社等を指定することは可能で

ある。さらに、管理代行制度と指定管理者制度の手続きの違いにより、協定書や仕様書等の作成に二重の手続

きがかかる点については、管理代行者と指定管理者で協定書等の内容の共通化を図る等の工夫をすることで、

煩雑性の軽減、事務処理コストの削減は可能であるほか、管理代行制度と指定管理者制度の手続きの違いに

よる委託時期のずれについても、指定管理に係る公募、議会手続等を十分な余裕をもって計画的に行うことで、

委託時期にずれが生じないようにすることが可能である。 

 これらのことから、地方公共団体が独自で整備した住宅等については、管理代行制度を導入する必要性に乏

しいと考える。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

 本提案において支障となっているのは公営住宅法上の住宅であるか否かに基づく管理代行制度の適用の有

無ではなく、公営住宅法上の公営住宅とその他住宅との制度運営の差異を解消するものである。 

 管理代行制度は差異の１つにすぎず、他の要素として①収入調査の権限に関するもの、②高額所得者・改正

公営住宅法に基づく建替事業による明渡し請求に関するもの、③認知症患者等に対する職権による家賃設定

に関するもの等が挙げられる。 

 例として②の明渡し請求については、その他住宅では県は借地借家法上の明渡し請求の権限を行使できるの

みであり、公営住宅法に定める高額所得者に対する明渡し請求権を有しない。そのため高額所得であることを

もって強制的な退去手続きを行えず、公営住宅に居住する者等にとっては、公平な取扱いがされていないと感じ

る原因となり得る。仮に、公営住宅法と同様の規定を条例に設けたとしても、借地借家法第 30 条との関係が課

題となるのではないか。 

 また、第 57 回提案募集検討専門部会において、その他住宅についても、条例を整備すれば入居決定権限等

を第三者に委ねることが可能であるとの説明があったが、指定管理者制度との関係上、問題がないのか示して

いただきたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○ 地方公共団体は、地方自治法に基づく指定管理者制度や、条例により独自に定めた管理代行制度により、

入居者決定等の行政処分を含め、地方公共団体が独自に整備した住宅（以下「独自整備住宅」という。）の管理

事務を外部委託することができると解してよいか。 

○ 公営住宅法の「公営住宅」に適用される高額所得者に対する明渡請求（法 29 条）や公営住宅建替事業の

施行に伴う明渡請求（法 38 条）は、借地借家法の特例として定められていることを踏まえても、独自整備住宅に
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ついて、当該地方公共団体の条例等で同様の制度を定めた場合に、事業主体や指定管理者、その他管理委託

を受けた者において実施するができると解してよいか。 

○ 公営住宅法に規定されている入居者の収入調査等（法第 34 条、収入状況の報告の請求、他の地方公共団

体等からの税務情報の入手等）は、独自整備住宅についても、管理条例等により、外部委託することができると

解してよいか。 

○ 独自整備住宅について、指定管理者制度及び条例により独自に定めた管理代行制度によって、具体的にど

こまでの事務範囲を委託できると考えているのか。また、公営住宅について、指定管理者制度により委託可能な

事務範囲及び地方住宅供給公社が指定管理者である場合に委託可能な事務範囲に違いが生じるかについて

も、お示しいただきたい。 

 また、その内容については、地方公共団体等による住宅運営に資するため、地方公共団体等へ周知するべき

ではないか。 

○ 公営住宅と同様の利用・管理がなされている独自整備住宅について、事務の委託、高額所得者への明渡請

求、入居者の収入調査等が公営住宅と同様に実施することが仮にできないのであれば、独自整備住宅を公営

住宅へ転用することを可能とする法律上の措置をとるべきでないか。 

 

各府省からの第２次回答 

 本提案は、土地区画整理事業及び自治体が独自に整備した住宅等の管理の問題であり、公営住宅法上の問

題ではない。 

 その上で、公営住宅への指定管理者制度の適用に当たっては、個別法たる公営住宅法の一定の制約を受け

るが、地方自治法上の「公の施設」となる地方公共団体が独自に整備した住宅等において指定管理者制度を適

用するに当たってはそのような制約はないものと考えている。（具体的にどのような対応ができるか総務省とも

検討してまいりたい。） 
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